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平 成 27年 第 ２ 回 

三重県議会定例会会議録 

第 ４ 号 

○平成27年６月８日（月曜日） 

                                    

議事日程（第４号） 

平成27年６月８日（月）午前10時開議 

第１  県政に対する質問 

    〔代表質問〕 

第２  議案第98号から議案第121号まで並びに諮問第１号 

    〔質疑、委員会付託〕 

                                    

会 議 に 付 し た 事 件 

日程第１  県政に対する質問 

日程第２  議案第98号から議案第121号まで並びに諮問第１号 

                                    

会議に出欠席の議員氏名 

出席議員  51名 

   １  番            芳 野  正 英 

   ２  番            中瀬古  初 美 

   ３  番            廣    耕太郎 

   ４  番            山 内  道 明 

   ５  番            山 本  里 香 

   ６  番            岡 野  恵 美 

   ７  番            倉 本  崇 弘 

   ８  番            稲 森  稔 尚 
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   ９  番            下 野  幸 助 

   10  番            田 中  智 也 

   11  番            藤 根  正 典 

   12  番            小 島  智 子 

   13  番            彦 坂  公 之 

   14  番            濱 井  初 男 

   15  番            吉 川    新 

   16  番            木 津  直 樹 

   17  番            田 中  祐 治 

   18  番            野 口    正 

   19  番            石 田  成 生 

   20  番            中 村  欣一郎 

   21  番            大久保  孝 栄 

   22  番            東      豊 

   23  番            津 村    衛 

   24  番            森 野  真 治 

   25  番            杉 本  熊 野 

   26  番            藤 田  宜 三 

   27  番            後 藤  健 一 

   28  番            稲 垣  昭 義 

   29  番            北 川  裕 之 

   30  番            村 林    聡 

   31  番            小 林  正 人 

   32  番            服 部  富 男 

   33  番            津 田  健 児 

   34  番            中 嶋  年 規 

   35  番            奥 野  英 介 

   36  番            今 井  智 広 



－61－ 

   37  番            長 田  隆 尚 

   38  番            舘    直 人 

   39  番            日 沖  正 信 

   40  番            前 田  剛 志 

   41  番            舟 橋  裕 幸 

   43  番            三 谷  哲 央 

   44  番            中 村  進 一 

   45  番            青 木  謙 順 

   46  番            中 森  博 文 

   47  番            前 野  和 美 

   48  番            水 谷    隆 

   49  番            山 本    勝 

   50  番            山 本  教 和 

   51  番            西 場  信 行 

   52  番            中 川  正 美 

  （42  番            欠      番） 

                                    

職務のため出席した事務局職員の職氏名 

事務局長               鳥 井  隆 男 

書  記（事務局次長）        原 田  孝 夫 

書  記（議事課長）         米 田  昌 司 

書  記（企画法務課長）       佐々木  俊 之 

書  記（議事課課長補佐兼班長）   西 塔  裕 行 

書  記（議事課主幹）        西    典 宏 

書  記（議事課主幹）        吉 川  幸 伸 

                                    

会議に出席した説明員の職氏名 

知     事            鈴 木  英 敬 
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副  知  事            石 垣  英 一 

副  知  事            植 田    隆 

危機管理統括監            渡 邉  信一郎 

防災対策部長                   稲 垣    司 

戦略企画部長                   竹 内    望 

総 務 部 長            稲 垣  清 文 

健康福祉部長                   伊 藤    隆 

環境生活部長                   髙 沖  芳 寿 

地域連携部長                   福 田  圭 司 

農林水産部長                    仲  繁 樹 

雇用経済部長                   廣 田  恵 子 

県土整備部長                   水 谷  優 兆 

健康福祉部医療対策局長        佐々木  孝 治 

健康福祉部子ども・家庭局長      岡 村  昌 和 

環境生活部廃棄物対策局長       渡 辺  将 隆 

地域連携部スポーツ推進局長      村 木  輝 行 

地域連携部南部地域活性化局長     亀 井  敬 子 

雇用経済部観光局長          田 中    功 

雇用経済部みえ伊勢志摩サミット推進局長 西 城  昭 二 

企 業 庁 長            松 本  利 治 

病院事業庁長                   加 藤  敦 央 

会計管理者兼出納局長         中 川  弘 巳 

 

教育委員会委員長           前 田  光 久 

教  育  長            山 口  千代己 

 

公安委員会委員長           谷 川  憲 三 

警 察 本 部 長            大 賀  眞 一 
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代表監査委員                   福 井  信 行 

監査委員事務局長           小 林  源太郎 

 

人事委員会委員            竹 川  博 子 

人事委員会事務局長          青 木  正 晴 

 

選挙管理委員会委員          落 合    隆 

 

労働委員会事務局長          田 畑  知 治 

                                    

午前10時０分開議 

 

開          議 

○議長（中村進一） ただいまから本日の会議を開きます。 

 

諸 報 告 

○議長（中村進一） 日程に入るに先立ち、報告いたします。 

 さきに提出されました議案第105号、議案第106号及び議案第112号につい

て、地方公務員法第５条の規定により人事委員会の意見を求めましたところ、

お手元に配付の文書のとおり意見が提出されましたので、ごらんおき願いま

す。 

 次に、６月３日までに受理いたしました請願６件は、お手元に配付の文書

表のとおり所管の常任委員会に付託いたしますので、御了承願います。 

 次に、説明のための出席要求につきましては、お手元に配付の名簿のとお

り出席を求めました。 

 以上で報告を終わります。 
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人 委 第  30 号 

平成27年６月３日 

 

 三重県議会議長 様 

 

三重県人事委員会委員長 

 

地方公務員法第５条の規定による条例に対する意見について 

 

 平成27年６月３日付け三議第28号でお尋ねのありました下記の議案に対する

本委員会の意見は別紙のとおりです。 

 

記 

 

議案第105号  職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例案 

議案第106号  三重県職員退職手当支給条例の一部を改正する条例案 

議案第112号  公立学校職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

案 

 

別 紙  

 

職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例案、三重県職員

退職手当支給条例の一部を改正する条例案及び公立学校職員の退

職手当に関する条例の一部を改正する条例案に対する人事委員会

の意見 

 

職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例案、三重県職員退職手当支

給条例の一部を改正する条例案及び公立学校職員の退職手当に関する条例の一
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部を改正する条例案は、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険

法等の一部を改正する法律による地方公務員等共済組合法及び厚生年金保険法

の一部改正に伴い、規定を整理するものであり、適当と認めます。 

                                    

請 願 文 書 表 

（新  規  分） 

 健康福祉病院常任委員会関係 

受理 
番号 

件  名  及  び  要  旨 提出者・紹介議員
提出された
定例会･会議

請 

１ 

（件 名） 

子ども・一人親家庭・障がい者の医療費窓口無

料を求めることについて 

 

（要 旨） 

子どもや一人親家庭、障がい者の福祉医療費助

成制度は、償還払い方式をやめ窓口無料にするよ

う求める。 

 

（理 由） 

私たちは、子どもをかかえる若い世帯、一人親

家庭、障がい者やその家族などが、経済的な心配

をしないで、安心して医療を受けられる機会が保

障されるように、福祉医療費助成制度の充実を

願ってきた。 

県や市町では福祉医療費助成制度において、子

どもの対象年齢の拡大等がすすめられ大変喜ばし

いことであるが、この間の生活状況の悪化のなか

で医療費窓口負担は大きな負担となっている。そ

うしたなかで、現在37都府県が医療費窓口無料を

実施している。東海地方では唯一三重県だけが実

施していない。私たちは、三重県でも医療費窓口

無料の実現を願っている。 

三重県の福祉医療費助成制度をいっそう充実さ

せ、県民が安心して医療・福祉を受けられるよう

に福祉医療費助成制度を償還払いではなく窓口無

料を求める。 

津市柳山津興1535-

23 

三重の福祉医療費窓

口無料をすすめる会

 代表 上村 照代

ほか11,305名

 

（紹介議員） 

山 本 里 香 

岡 野 恵 美 

稲 森 稔 尚 

27年２回・

６月 
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 環境生活農林水産常任委員会関係 

受理 
番号 

件  名  及  び  要  旨 提出者・紹介議員
提出された
定例会･会議

請 

２ 

（件 名） 

ＴＰＰ交渉について 

 

（要 旨） 

ＴＰＰ交渉に関し、国会決議を遵守し、国民へ

の十分な情報開示を行うとともに、日本の食料生

産を守るためにも、慎重に協議をすすめることを

求める意見書を国の関係機関に提出することを請

願する。 

 

（理 由） 

４月28日の日米首脳会談では、安倍総理より、

ＴＰＰ交渉に関し、日米間の残された課題につい

て前進があったことを歓迎する旨が述べられ、両

首脳は、日米間の協議の進展はＴＰＰ全体の妥結

の大きな推進力となることを確認し、日米が交渉

をリードし、早期妥結に導いていくことで一致し

た。 

報道によると、アメリカ議会に大統領貿易促進

権限（ＴＰＡ）法案が提出されたことを契機に、

日米２国間協議は大きく進展し、牛肉の関税を10

年余りかけて38.5％から10％前後まで引き下げる

こと、豚肉の関税を１キロあたり最大482円から

50円前後まで引き下げること、緊急輸入制限

（セーフガード）の条件について大枠で合意され

たこと、が伝えられている。また、米国産米の特

別輸入枠の設定についても議論されていると報道

されている。 

ＴＰＰ交渉は、関連産業のみならず、国民の暮

らしや命に直結する重大問題であることから、状

況の進展に応じて、国民への十分な情報開示を行

うとともに、幅広い国民的議論を行っていくこと

が必要である。 

以上のことから、ＴＰＰ交渉に関し、国会決議

を遵守し、国民への十分な情報開示を行うととも

に、日本の食料生産を守るためにも、慎重に協議

をすすめることを求める意見書を国の関係機関に

提出することを請願する。 

 

 

 

津市寿町７-50 

農民運動三重県連合

会 

 代表者 川辺 仁造

 

（紹介議員） 

山 本 里 香 

岡 野 恵 美 

稲 森 稔 尚 

27年２回・

６月 
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請 

３ 

（件 名） 

米価暴落対策について 

 

（要 旨） 

米価対策について、需給と価格が安定し、将来

にわたる安定的な稲作が可能となるよう、下記事

項について、国の関係機関に意見書を提出するこ

とを請願する。 

１ 米価格の暴落と流通の停滞の原因は過剰米に

ある。過剰米対策での実効性ある需給調整を行

い、米価の回復をはかること。 

２ 米直接支払交付金による米価の価格保障を維

持し、飼料用米等への助成水準を充実して、農

家の経営安定対策をすすめること。 

 

（理 由） 

平成26年産米価格は、米の概算金が最低水準に

なったことや過剰米の存在から暴落し、平成27年

３月の相対取引価格は11,943円と、対前年比で２

割近く下落している。 

平成26年度には経営所得安定対策制度の見直し

による米直接支払交付金の半減、米価変動補填交

付金の廃止などにより、稲作農家は経営維持と再

生産において深刻な危機に直面している。 

また、政府が平成30年産を目途に、主食用米の

生産調整を見直し、需給調整から撤退する方針を

打ち出したことも、需給と価格を一層不安定なも

のとしており、加えて、ＴＰＰの日米交渉におい

ては、米国産米の特別輸入枠が議論されていると

の報道もあり、稲作農家は将来に対する不安を覚

えざるを得ない状況にある。 

いまこそ、政府が需給と価格の安定に責任をも

つ米政策を確立することが、強く求められてい

る。 

よって、需給と価格の安定に責任を持つ米価対策

を確立し、将来にわたる安定的な稲作が可能とな

るよう、国の関係機関に意見書を提出することを

請願する。 

津市寿町７-50 

農民運動三重県連合

会 

 代表者 川辺 仁造

 

（紹介議員） 

山 本 里 香 

岡 野 恵 美 

稲 森 稔 尚 

27年２回・

６月 

請 

４ 

（件 名） 

三重県残土条例制定を求める件について 

 

（要 旨） 

三重県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び

災害の発生の防止に関する条例（通称、残土条

例）を制定するよう求める。 

伊賀市木興町1064-

286 

ＮＰＯ廃棄物問題

ネットワーク三重 

 代表理事 

   吉田 ミサヲ

 

27年２回・

６月 
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（理 由） 

土地造成や農耕地への客土などの名目で、廃棄

物まじりの建設残土が使用され、周辺の水質汚染

や環境汚染が懸念される事態が伊賀市などで起き

ている。建設残土は、廃棄物処理法の適用がない

ため、これを規制する法律がない。 

「千葉県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及

び災害の発生の防止に関する条例」をはじめ、

「岐阜県埋立て等の規制に関する条例」など、17

を越える県では、残土条例を制定して、土砂の崩

壊防止や有害物質に関する土壌分析、許可制など

による規制をかけているので、三重県でも、発生

場所もわからないような県外発生残土の持ち込み

と埋立てを規制できるよう、残土条例を制定し

て、県民の生活環境を保全するよう求める。 

（紹介議員） 

山 本 里 香 

岡 野 恵 美 

稲 森 稔 尚 

木 津 直 樹 

森 野 真 治 

後 藤 健 一 

北 川 裕 之 

請 

５ 

（件 名） 

人種差別を扇動するヘイトスピーチ対策につい

て法整備を含む強化策を求めることについて 

 

（要 旨） 

１ 内閣総理大臣と国会を始めとした関係行政庁

に対し、人種差別・民族差別を煽るヘイトス

ピーチなどの対策について法整備を含む強化策

を求める意見書を提出すること。 

２ 日本国が批准している人種差別撤廃条約２条

１項柱書及び同条項（ｂ）（ｄ）、並びに４条

（ｃ）にもとづき、人種差別を助長し扇動する

団体に対しては、貴自治体内でのデモ、集会、

並びに公共施設の使用許可に当たっては慎重に

検討を行い、場合によっては使用許可を出さな

いようにすること。 

 

（理 由） 

初夏の候、貴議会におかれては、益々ご清祥の

こととお喜び申し上げる。 

平素は、地域住民の生活向上と人権擁護のため

に誠心誠意ご尽力されている貴職に対し、心より

敬意を表する次第である。 

さて、ご存じのようにここ数年来、人権を無視

したヘイトスピーチ（差別扇動）デモが日本各地

で頻繁に起こっている。彼らは、人種、宗教、性

的指向、性別、思想、職業、障がいなどの要素に

起因する憎悪（ヘイト）を公然と大音量で「たた

き出せ」「大虐殺するぞ」「殺せ」等聞くに堪え

ない暴言を発し、耐えがたい恐怖を与えて威嚇し 

津市西丸之内24番33

号 

在日本大韓民国民団

三重県本部 

 団長 殷 慶 基

ほか１名

 

（紹介議員） 

山 内 道 明 

山 本 里 香 

岡 野 恵 美 

稲 森 稔 尚 

藤 田 宜 三 

稲 垣 昭 義 

長 田 隆 尚 27年２回・

６月 
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ている。ヘイトスピーチを行う団体は、ある一部

の特殊な団体をはじめとするネット右翼や新興の

右派団体である。繁華街を拡声器を使って怒声を

飛ばしながらレイシズム的表現で憎悪を煽る彼ら

の一連の言動は、日本の社会問題として深刻化し

ている。日本の各界におかれても、あまりにも常

軌を逸した彼らによる人種差別を憂慮し規制を求

める声が上がっており、2020年の東京オリンピッ

クを控え、国際社会においても問題視されている

のが現状である。 

私たちはこれらのことを重く捉え、在日韓国人

をはじめとする外国人住民の生命と安全を脅かす

ヘイトスピーチ・ヘイトクライムが一日も早く根

絶されるよう、貴議会に対し速やかな解決に向け

た協助を願い、以下の様に請願する次第である。 

①ヘイトスピーチは、人種差別を煽る「犯

罪」行為である。 

②ヘイトスピーチは、特に韓国人住民にとっ

ては大きな脅威であり、教育上、子どもや

青少年に悪影響を与えている。 

③京都地裁・大阪高裁が在特会による街宣は

「人種差別」と認定し、賠償命令を下して

いる。 

④彼らの言動は日本社会の問題であり、ヘイ

トスピーチの放置が東京オリンピックを始

めとした国際交流事業に与える影響が憂慮

される。 

⑤国連・自由権規約委員会および人種差別撤

廃委員会が日本に勧告をしている。 

⑥ヘイトスピーチは国際社会では処罰対象と

なっている。 
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定例会･会議
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６ 

（件 名） 

戦争法案反対について 

 

（要 旨） 

安倍政権は、本年５月14日、国際平和支援法案

（恒久法・新法）と武力攻撃事態対処法、周辺事

態法、ＰＫＯ法、自衛隊法等の10本の現行法改正

案（一括法案）を閣議決定し、翌15日に国会に提

出した。 
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津センターパレス３階

津市市民活動セン

ター内 

日本国民救援会三重

県本部内 

戦争する国づくり許

さない！三重県各界

連絡会 

27年２回・

６月 
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これらの法案（以下「戦争法案」という。）

は、集団的自衛権を行使し、我が国が攻撃されて

いなくても、他国の戦争に自衛隊をいつでも参戦

させるための法案であり、戦後70年間、我が国の

非戦と平和の営みを支え続けてきた日本国憲法に

反する違憲法案である。 

我が国は、先の戦争により、アジア諸国民

2,000万人、日本人310万人もの尊い命の犠牲の上

に「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こる

ことがないようにすることを決意し」（憲法前

文）、「国権の発動たる戦争と武力による威嚇又

は武力の行使は、国際紛争を解決する手段として

永久にこれを放棄する」「陸海空軍その他の戦力

は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認

めない」（憲法９条１、２項）という恒久平和主

義の原則を確立した。 

ところが、「積極的平和主義」を標榜する安倍

政権は、中国の台頭、米軍の軍事的影響力の相対

的低下といった安全保障環境の変化を口実にし

て、米軍を中心とした関係諸国とともに軍事行動

を展開していくことが我が国の安全保障にとって

唯一の取るべき道であるとして、我が国を戦争す

る国に導こうとしている。 

私たちは、恒久平和主義を破壊し、日本を戦争

する国に変えようとする戦争法制を容認すること

はできず、廃案にすることを求める。 

【請願項目】 

平和憲法に反する集団的自衛権行使を認めない

意見書を、政府へ提出するよう求める。 

 

（理 由） 

１ 安倍政権が５月15日に国会に提出した国際平

和支援法案（恒久法・新法）と武力攻撃事態対

処法、周辺事態法、ＰＫＯ法、自衛隊法等の10

本の現行法改正案（一括法案）のうち、中心的

法案は、恒久法たる新法の「国際平和支援

法」、周辺事態法の改正、武力攻撃事態対処法

の改正、ＰＫＯ法の改正である。 

２ 武力攻撃事態対処法 

（１）政府は、2014年７月１日の閣議決定によっ

て、「自衛の措置としての新３要件」を定め

た。この新３要件によって、日本への武力攻撃

がないにもかかわらず、「密接な関係にある他

国に対する武力攻撃」によって、自衛隊が武力

行使を行う「集団的自衛権」の行使が政府に

よって容認されることになった。 

代表 石坂 俊雄

 

（紹介議員） 

山 本 里 香 

岡 野 恵 美 

稲 森 稔 尚 
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自衛の措置としての新３要件 

① 我が国に対する武力攻撃が発生したこ

と、又は我が国と密接な関係にある他国に

対する武力攻撃が発生し、これにより我が

国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及

び幸福追求の権利が根底から覆される明白

な危険があること 

② これを排除し、我が国の存立を全うし、

国民を守るために他に適当な手段がないこ

と 

③ 必要最小限度の実力行使にとどまるべき

こと 

前記①の事態を「存立危機事態」という。 

武力攻撃事態は、現にこの国の国土等に攻

撃が行われている場面であるから、状況や展

開、規模や態様は事実で確認することができ

る。 

しかし、「存立危機事態」とされる基準

は、他国の国土等に対する攻撃そのものがあ

るか否かではなく、「他国への攻撃によっ

て、この国の存立が脅かされ、国民の権利が

根底から覆される明白な危険があるか」であ

る。これは外交関係や政治・経済関係などの

評価にかかわる問題で、他国に対する武力攻

撃に関する情報をどれだけ収集しても確認す

ることはできない。 

そこで、「存立危機事態」をどのように認

定するのかという問題がある。 

国会の審議は、特定秘密保護法によってそ

の内容は制約される。審議に用いられる資料

は、政府が用意した資料に限られる。詳しく

内容を探ろうとすると、特定秘密保護法違反

となる。 

「存立危機事態」として、自衛隊法に基づ

いて行う防衛出動は、国会の事前承認が必要

であるが、「特に緊急の必要があり事前に国

会の承認を得るいとまがない場合」には、事

後承認で足りるとされている（事態法９条４

項）。これを使われれば、国民は知らない間

に米国の戦争に巻き込まれる。 

（２）しかも、新３要件の射程は極めて広い。 

昨年の国会における答弁は、集団的自衛権

の行使には「なんの限定もない」と言うに等

しいことを明らかにした。 

特徴的な答弁を列挙する（抽出は要旨）。 
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① 米国は「密接な関係にある国」に基本的

に該当する（７月14日安倍首相）。 

② 米国に対する武力攻撃は、わが国の国民

の命や暮らしを守るための活動に対する攻

撃だから、３原則にあてはまる可能性が高

い（７月14日岸田外相）。 

③ 「これを排除し」の「これ」とは、他国

への武力攻撃のことを言う（７月15日横畠

内閣法制局長官）。 

④ 「必要最小限度」は、武力攻撃の規模・

態様に応じて判断する（７月15日安倍首

相）。 

⑤ ホルムズ海峡への機雷敷設によって、存

立が脅かされ、権利が根底から覆される事

態は生じ得る（７月14日安倍首相）。 

これでは、米国への武力行使があればほと

んど自動的に参戦することを誓約したも同じ

である。 

３ 新法の国際平和支援法は、平和支援のための

法律ではなく、本質は、「国際社会の平和と安

全」のためとして戦争する他国軍を随時支援す

る法律であり、海外派遣法である。 

派遣の要件 

① 国連決議または関連する決議 

これは、国連決議がなくとも有志連合で

も派兵可能となる。 

② 国会の事前承認 

国会に提出される情報には特定秘密保護

法の「壁」がたちはだかるもとで、派遣先

国の情勢や「国家に準じる組織」の存否な

どについて、国会が的確な判断を行うこと

は極めて困難である。国会は、政府の言い

なりとなる。 

③ 隊員の安全確保の措置 

これは、安全確保すると言うだけである。 

いままでの活動地域は「非戦闘地域」と

限定されていたが、今後は、「戦闘現場」

でなければよいこととなり、武器の使用も

「国家に準じる組織」が敵として登場しな

ければ、「自己保存型」「武器防護型」に

限定されず、任務遂行のための武器使用を

認めることになっているので、極めて危険

である。 

安倍首相は、支援地域が戦闘現場となっ

たら、その場から撤収すると言うが、その 
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ようなことは戦闘現場においては不可能で

ある。 

４ 重要影響事態法は、周辺事態法の改正案である。 

周辺事態法では、我が国の平和及び安全に

重要な影響を与える事態に対し、政府が事態

の認定と基本計画を作成して国会承認を受

け、自衛隊を派遣した。 

しかし、重要影響事態法では、周辺事態法

における「我が国周辺の地域における」との

部分が削除され、我が国周辺に限らず、全世

界が対象となった。そして、「我が国の平和

及び安全に重要な影響を与える事態」を重要

影響事態とした。 

しかも、活動地域は、現に戦闘が行われて

いる現場でなければ、後方支援が認められ

る。 

現行法で列挙されているのは、後方地域支

援、後方地域捜索救助活動、船舶検査活動そ

の他の必要な措置である。この「枠組み」そ

のものは維持されるが、「後方」の概念がな

くなるので、ただの「支援活動」「捜索救助

活動」などになる。 

支援活動の内容が拡大される。 

① 弾薬の提供や発進準備中の航空機への給

油が加えられる。これらは、交戦行為その

ものである。 

② 任務遂行のために武器使用を認める。 

米軍に軍事支援を行う自衛隊が、攻撃さ

れる可能性は高く、自衛隊が敵国から攻撃

を受ければ応戦する。この状態は、集団的

自衛権行使につながっていく。 

③ 支援の対象 

現行法は「合衆国軍隊」に限定されてい

るが、ここに「共同作戦に参加する米国の

同盟国などの軍隊」が加えられるので、

オーストラリア軍などが入ってくる。 

５ 国際平和協力法は、ＰＫＯ法の改正である。 

ＰＫＯ活動の拡大 

① 国連決議に基づくか、関連決議がある場合。

国連平和維持活動のみならず、有志連合

の活動でも参加可能となる。 

② 国会の事前承認。 

停戦監視活動、安全確保活動のみ事前承

認が必要。閉会中、解散時は事後承認でよ

い。 
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特定秘密保護法の壁があり、情報は開示

されない。 

③ 隊員の安全確保に必要な措置を定める。 

これは、述べるだけで機能しない。 

④ 駆けつけ警護が可能となる。 

ＰＫＯで派遣された自衛隊の部隊が、他

国のＰＫＯ部隊などが襲われそうになった

ときに警護にあたり（かけつけ警護）、他

国のＰＫＯ部隊の救援にかけつけて共同で

襲撃に応戦すれば、その他国と共同の軍事

行動を展開することになる。 

⑤ 治安維持のための武器使用ができる。 

「領域国の受け入れ同意による警察的な

活動」を容認した閣議決定により、ＰＫＯ

による治安維持活動は可能として、派遣先

住民の安全確保、監視、駐留、巡回、検

問、警護などの安全確保活動を認め、業務

を妨害する行為を排除するための武器使用

を認める。 

６ グレーゾーン事態の創設 

純然たる平時でも有事でもない事態（グ

レーゾーン事態）が生じやすいとして、グ

レーゾーン事態というカテゴリーを創設し

た。 

① 武装民兵が尖閣諸島に上陸したとき。 

② 米軍やオーストラリア軍等の南シナ海の

監視活動をしているとき他国軍の艦船が攻

撃されたとき。 

上記のような状態は、警察行動での対応

は難しく、さらなる重大な事態につながる

ので、このような場合はグレーゾーン事態

として、自衛隊の投入ができるようにし

た。これが、切れ目のない（シームレス）

対応であるという。 

③ 海上警備行動（自衛隊法82条） 

海上における人命若しくは財産の保護又

は治安の維持のため特別の必要がある場合

に防衛大臣が内閣総理大臣の承認（閣議決

定）を経て発令する。武器の使用には警職

法７条と海上保安庁法20条が準用されてい

る。 

この行動の結果、我が国と密接な関係に

ある他国に対する武力攻撃が発生し、これ

により我が国の存立が脅かされ、国民の生

命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆 
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される明白な危険がある場合に当たると政府

が認定すれば、「存立危機事態」になったと

いうことになり、集団的自衛権が行使される

こととなる。 

７ 戦費の調達はどうするか、増税が待ってい

る。 

我が国は、1000兆円を超える債務があり、

対ＧＤＰ比250%になっている。このような多

額な借金を負っている先進国はない。これ

は、第２次大戦直後と同じ状態であり（1944

年度末で、国民所得比267%）、戦争していな

いのに、財政的には戦争をした状態にある。 

このような国が、どこから集団的自衛権の

ための戦費を出すのか。その行きつく先は増

税である。私達は、そのような社会を求める

のかが問われている。 

８ 私達は、恒久平和主義を破壊し、日本を戦争

する国に変えようとする戦争法制を容認するこ

とはできず、廃案にすることを求めて、本請願

に及んだ。 

 

 

                                    

知 事 発 言 

○議長（中村進一） この際、知事から発言を求められておりますので、これを

許します。鈴木英敬知事。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） おはようございます。 

 それでは、日程に先立ちまして、主要国首脳会議の開催地決定について発

言をさせていただきたいと思います。 

 平成28年に日本で開催される予定の主要国首脳会議、サミットについて、

三重県伊勢志摩で開催されることが５日に決定されました。これまで、2016

年みえ伊勢志摩サミット誘致推進協議会を設置し、官民一体となって誘致活

動に取り組んでまいりました。誘致が実現したことは、三重県に新たな歴史

が刻まれることとなった瞬間であると考えております。大変喜ばしく光栄で

あるとともに、責任の重大さに身の引き締まる思いです。 

 サミットという最高峰の国際会議の開催は、国際観光地としてのレベル

アップだけでなく、国内外の人々に対する本県の知名度を向上させる絶好の
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機会であり、地域の総合力向上につながります。今後、サミットの成功に向

け、首相官邸、外務省や警察庁など国の関係機関はもとより、地元市町、関

係団体等の皆様と連携し、しっかりと準備を進め、警備にも万全を期すとと

もに、県民の皆様の生活への影響は最小限に抑え、日本人の精神性や豊かな

伝統文化、美しい自然や日本のふるさとの原風景などを感じていただけるよ

う対応してまいります。 

 また、開催後の地域活性化につながる取組についても速やかに着手します。 

 最後になりますが、誘致に向け御尽力いただきました協議会の皆様や関係

者の皆様、そして、三重県開催を求める決議をいただきました三重県議会、

そして九つの市町議会の皆様に改めて厚く御礼を申し上げます。県民の皆様

には、県民全体でサミットを盛り上げるよう、応援をお願いいたします。引

き続き、御理解、御協力をいただきますようお願い申し上げます。 

 以上です。 

 

議 長 発 言 

○議長（中村進一） この際、私からも一言申し上げます。 

 主要国首脳会議誘致につきましては、本年２月に本県議会議員全員が2016

年みえ伊勢志摩サミット誘致推進協議会の顧問に就任し、本年３月には2016

年主要国首脳会議の三重県開催を求める決議を全会一致で可決して国に提出

するとともに、県内各市町にも同様の決議を要請し、本県への誘致活動を進

めてきたところでございます。このたび開催地が本県と決定されたことにつ

いてはまことにうれしい限りであり、予算の中身、体制のあり方等につきま

しても引き続き議会としてしっかりとチェックし、サミットの開催に向けて

力を尽くしてまいりたいと存じますので、地域の皆様をはじめ関係各位の御

協力を賜りますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

 

代 表 質 問 

○議長（中村進一） 日程第１、各会派の代表による県政に対する質問を行い
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ます。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。43番 三谷哲央議員。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇・拍手〕 

   〔演壇スイッチにより原稿台の高さを調整する〕 

○43番（三谷哲央） この上げおろしのことも、できるということも見本で示

せと、こう言われていましたので、一応やらせていただきました。 

 おはようございます。桑名市・桑名郡選出、新政みえ、三谷哲央でござい

ます。今日は新政みえを代表して、知事に幾つかのこれからの県政の課題に

ついてお話を伺いたいと、こう思っております。 

 まず、冒頭、先ほど御発言もございました、来年度のサミットが我が三重

県伊勢志摩に決まりました。議会としても、先ほどの議長のお話のとおり、

誘致決議を全会一致で行っておったところでございました。まさに我が意を

得たりということで、ぜひ大成功に向けて議会も挙げて応援をしていかなけ

ればいけないなと、そう思っておるところです。 

 しかも、知事にとりましては改選後初の議会を迎える前に早くも、あの政

策集、一番最後の第８項を見事に実現されました。心からおめでとうとお祝

いを申し上げたいと、こう思います。当初、代表質問の通告、３日のお昼に

させていただいたんですが、その通告の中にはこのサミットを１項挙げてお

りました。しかし、当時の事務方がとても間に合わないよと、８日の最終日

にもし決まったとすれば代表質問に間に合わない、だから削れと、こう言わ

れまして削ったところでございますが、せっかくいろいろ御発言もございま

すし、これだけの大きな、これからの三重県の県政にとって大きな出来事で

ございますから、後で少しお伺いはさせていただきたいと、このように思っ

ております。 

 見事な成績で知事が再選を果たされました。これからの４年間、サミット

も含めて三重県にとっては大きな歴史のうねりがあるんだろうと、こう思っ

ておりまして、これからの４年間に向けて、知事のこの４年にかける思い、

ぜひ聞かせていただきたいと、こう思っております。 
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   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 今期４年間に向けた思いをということでございますので、

答弁をさせていただきたいと思います。 

 ４年前に知事に就任して以来、みえ県民力ビジョンの基本理念である幸福

実感日本一の三重を目指し、全力で取り組んでまいりました。また、県民力

による協創の三重づくりを進めてきましたが、県民の皆様の力の結集のおか

げで一定の成果を得ることができました。しかし、本格的な人口減少社会の

到来も迎えて県全体の真価が問われ、ここから数年間がまさに正念場となり

ます。 

 まずは、先ほど三谷議員からも言っていただきましたけれども、先般決定

をいたしました伊勢志摩サミットの成功に向けて、最優先で取り組んでまい

ります。 

 サミットの開催は、国際観光地としてのレベルアップだけでなく、本県の

知名度、地域の総合力を高める絶好の機会であり、また、県民の皆様の自信

と誇り、未来に挑戦する勇気や力につながると思っており、全力を尽くして

まいります。 

 改めてになりますが、これまで誘致に向けて御尽力いただきました協議会

の皆様や関係者の皆さん、そして、決議をいただいた三重県議会、市町議会

の皆様に厚く御礼を申し上げます。 

 人口減少社会への対応は、我々の世代に課せられた大きな課題です。また、

その対応には緩和と適応の二つの側面があると考えております。 

 緩和の側面では、人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小がさ

らに人口減少を加速させるといった負のスパイラルから脱却するため、人口

減少そのものに歯どめをかける、またはそのスピードを緩める必要があると

考えています。 

 一方、適応の側面では、誰もがどんな地域においても自らが望む場所で基

本的な暮らしという営みを継続できることが大切です。そのことにより一層

の郷土愛が育まれ、自らの地域に対するアイデンティティーを持つことがで
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きます。その思いに基づき、人口減少下においても豊かで活力を持ち続ける

ふるさとづくりに取り組む必要があると考えます。 

 こうした二つの観点を考えると、非常に困難な課題ではありますが、市町、

県民、企業の皆様と協創で取り組むとともに、一過性ではなくしっかりと腰

を据えていかなければならないと考えております。 

 さきの選挙を通して県民の皆様の関心の高さを改めて強く感じた教育、人

づくりの分野については、次世代を担う子どもたち一人ひとりが持てる能力

を高め、未来を切り開く力を身につけることができるよう、学力、体力の向

上などについて優先度を高くし、危機感を持って取り組みます。 

 また、道半ばの課題である医療や介護、子育ての分野についても、市町や

関係機関との連携をさらに深め、しっかり取り組んでいきます。 

 これまで注力してまいりました雇用・経済対策については、県内の情勢を

見ますと、平成24年度の１人当たり県民所得は、先般発表されましたけれど

も、被災３県を除けば全国２番目の伸び、また、県内総生産は24年度、25年

度と２年連続して過去最高を更新、26年の完全失業率は全国で最も低くなり

ました。 

 このようなマクロベースでは一定の成果が出ているものの、経済、産業は、

県民の雇用や安定した収入の場になるなど暮らしのベースとなるものであり、

時代や地域の状況に合わせた強い経済・産業基盤の確立を図る必要がありま

す。 

 一方で、地域の雇用を支え、地域社会の持続的な形成や維持に寄与してい

る県内の中小企業、小規模企業には、いまだ実感が伴っていません。そのた

めの振興を図っていきたいと思います。 

 また、農林水産業についても、担い手育成や基盤整備など、基幹的なこと

に着実に取り組みつつ、成長産業化に向けた取組を展開していきます。 

 就労や収入、社会参画といった面で不安や問題を抱え、夢や希望を持つこ

と自体が難しい状況にある方もいらっしゃいます。 

 また、すごいやんかトークで障がい者の自立支援に取り組む施設を訪れた
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際には、障がい者の皆さんが自分のペースでチャレンジをしていく姿、そし

て、それを皆さんで支える様子などにも触れることができました。 

 県民の皆様がより幸福を実感できるよう、これまで以上に安心感のある暮

らしなど、生活の質的な面にも着目して政策を進め、県民の皆様が夢や希望

に向けて行動できるよう、必要なサポートが得られる社会の実現を目指して

いきたいと考えています。 

 私はこれまで４年間、現場重視で取組を進めてまいりました。これからの

４年間もできる限り現場の皆様の声に耳を傾け、県民の皆様の声に対して謙

虚に丁寧に、日本一の花を咲かせるよう、全力で取り組む所存でございます。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） ありがとうございました。 

 丁寧にお話をいただきまして、これからの知事の４年間に向けての思いと

いうのがよく伝わってきたと、こう思います。特に、ここ数年間がまさに正

念場だと、こうおっしゃっていまして、人口減少への対応等、緩和、適応を

しっかりとやっていきたいと、こうおっしゃっておりますし、また、医療、

介護、これはまだ道半ばと、まさにこれから力を入れて、これについてはま

た後で少し触れますが、やっていくというお話ですし、まだまだ、雇用だと

か産業、また、とりわけ中小企業対策、また、農水産業、１次産業の振興

等々、また、障がい者の自立支援、しっかり力を入れていく、過去４年間現

場目線でやってきたけど、これからもしっかりと現場目線で臨んでいきたい

と、こうおっしゃっておるわけです。 

 この言葉をそのまま受けとめさせていただいた上で、１点、どうしても知

事に確認をさせていただきたいということがございます。 

 国会のほう、いろんな議論が今始まっておりまして、とりわけ安保法制、

大変厳しい論議が日夜、毎日のように展開をされています。この議論の行方

一つでは政局も大きく動いてくる、そのような可能性もないとは言えないと、

こう思っていますし、労働法制、労働組合等、労働側は大変反発しておりま

すが、労働法制の改編の動き、こういうものも出てきております。 
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 離合集散、世の習いとはいえ、とりわけ政界というのは一寸先は闇と、こ

う言われておりまして、ひょっとすると、来年の夏、参議院議員選挙が予定

されていますが、ひょっとしたらダブル選挙もあるのではないかと、そのよ

うなことも言われているところなんです。 

 そこで、１点確認を、どうしても確認をさせていただきたいんですが、来

年の話をすると鬼が笑うという話かもわかりませんが、間違ってもこの４年

間、知事職をきちっと務め上げていただける、それは間違いのない話だろう

かと、こう思っています。 

 鈴木県政の、２期目がスタートしました。立派な政策集も、これから４年

間これでやっていくよというのも示されました。今年は、来年からの４年間

の三重県の方向を決めるみえ県民力ビジョンの行動計画、これも策定をして

いくということになります。間違っても、任期途中でこれらを投げ捨ててほ

かの道に出ていかれるという、そういうことは絶対にないとここで断言をし

ていただきたいです。でなければ、政策集の議論だとか、今の知事のお話、

しっかり受けとめてこれからの三重県の４年間の議論をしていこうというこ

とが非常にむなしいものになってくるのではないかと、こう思っておりまし

て、その点、確認をさせていただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） 過去に、２万％出ないと言って大阪府知事選に出た橋下

さんとか、あるいは、多選は自粛だと言って４選目に出ようとされる埼玉県

知事とか、いろいろいるので言葉を信用していただけるかどうかは別としま

して、私が思いますのは、私としては、今回の、先般の４月12日の知事選挙

は、県民の皆さんから４年間、たくさんの課題があるのでしっかり４年間務

め上げるようにと、そして、その４年間尽力をせよということで負託をいた

だいたというふうに認識をしておりますので、４年間しっかりと頑張ってい

きたいというふうに思っております。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 私、非常に素直な性格をしておりますので、知事からそ

ういうふうなお話があればそのまますっと素直に受け取らせていただいて、
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これから４年間、県民の負託があるわけですから、知事職を全うされる、そ

ういうことを前提にこれから何点か質問させていただきたいと、こう思うん

ですが、先ほど知事の冒頭の発言にもございましたように、サミットがいよ

いよ来年参ります。 

 ５月だとか６月だとか、いろいろ説もございますし、Ｇ７になるとかＧ８

になるとかというお話もありますが、いずれにしても世界の最高の会議が我

が三重県で開かれるということであります。恐らくこれからの知事の４年間

の中でも特筆すべきことだろうと思いますし、三重県の県政史上にとりまし

ても大きなエポックといいますか、恐らく後世いろんな意味で語られる、ま

た、語り継がれる出来事の一つだろうと、こう思っております。それだけに、

絶対に失敗は許されないということですし、ぜひ大成功をおさめてもらいた

いと、こう願うところであります。 

 しかしながら、事実上１年を切っておるわけでございまして、この１年間

の準備期間をどう乗り切るのか、ここでしっかりと準備をしていかなければ

いけない、周到な準備があって初めて成功につながっていくと、こう思って

おります。その意味では、三重県の、また、三重県庁の行政能力の真価がま

さに問われる、そういうことにつながるのではないかと、こう思っておりま

して、この三重県の行政能力が問われる、こういうことを前提にちょっとお

伺いをしたいと思います。 

 まず、3000人とか4000人とか、こう言われています、よくわかりません、

数は、もっと多い数を言われる方もおりますが、国内外からプレスの関係者

も来られます。また、各国の首脳について一緒にお越しになる方々もたくさ

んおられると思いますし、警備だけでも２万人を超えるだろうと、こう言わ

れています。一体どこに泊まるのかというような、そんな話もこれからいろ

いろ具体的なことも出てくると思いますし、また、非常に懸念されることの

中に、こういう大規模な警備で、しかも、一定の期間、失敗が許されないと

いう体制の中でいくと、知事も先ほど発言で言われましたが、やっぱり市民

の生活に大きな支障が出てこないような配慮、気遣いといいますか、そうい
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う準備というのも一方でしていきませんと、サミット期間中まともな生活が

できなかったよということにもなりかねないと、こう思っていまして、そう

いう市民生活への影響、これも最小限に縮めていかなければいけない。 

 いずれにしても、今まで三重県が過去経験のしたことのないことをこれか

らやっていかなければいけないと、こういうことでございますが、まず、三

重県の体制、どうしていくのかということです。もう既に新たに、みえ伊勢

志摩サミット推進局、これが設置されまして、西城さんが新たに局長になら

れて、当面16人の体制でスタートということですが、過去の洞爺湖などのサ

ミットを見ますと100人を超える方々が準備に携わっておられるということ

でございます。 

 今後の三重県の体制づくりとそのスケジュールについて、おわかりでした

ら教えていただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） 先ほど三谷議員からおっしゃっていただいたように、当

面16名体制でスタートしますが、今月中には30名ぐらいの体制にしようと

思っています。 

 先ほど触れていただいたように、洞爺湖の場合は１カ月前で117人の体制

でした。そのうち大体２割ぐらいが民間企業から、四、五人市町から来てい

たというような状況ですので、そういう外部の方の出向も受け入れながら、

洞爺湖のときはＧ20という形で新興国も入った20カ国の会議もやりましたし、

開催期間が１日長かったというのもありますので、そこまでの規模には行か

ないにしても、近い規模に持っていきたいというふうには思っています。 

 それから、そういう担当部局だけじゃなくて全庁を挙げてやらないといけ

ません。市町への支援もそうですし、例えば道路整備のこともあるかもしれ

ないし、医療のこともあるかもしれないしということですので、県庁にも私

を本部長とする推進本部を設置して、全庁でやっていく体制というのも横断

的につくっていこうというふうに考えています。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） これは本当に大事な話だと、こう思いますので、その体
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制づくり、しっかりと力を入れて周到にぜひ準備をしていただきたいなと、

こう思います。 

 もう一つお伺いしたいと思うんですが、今回、サミットの会場は伊勢志摩、

とりわけ志摩の賢島がメーンの会場になると、こういうふうに聞いておるん

ですが、これだけの世界最高のレベル、知事もおっしゃっていますが、の国

際会議ですから、知事の御挨拶にもありましたように県民全体で盛り上げて

いかなければいけないということで、知事も、応援をお願いをしたいと、記

者会見でも先ほどの発言でもこうおっしゃっています。文字どおり県民全体

で盛り上げていくことがこれは必要だろうと思いますし、まさに求められて

いるんだろうと思います。 

 そのためには、県下のいろんな地域が、単に伊勢志摩だけの話ではなしに

我々の地域もこのサミットに何らかの意味でかかわっているんだよという、

そのような意識が芽生えてくるということが大事だと、こう思っていまして、

そういう仕掛けもこれから、まさにこれからの話なんでしょうけれども、考

えていくことが大事なのかなと思うわけです。 

 例えば、ジュニアサミット等ございます。こういうものの会場は一体どう

するの、また、これの開催に当たってどういう方々にかかわってもらえるの

かというようなこともこれから考えていかなければいけないんだろうと思い

ますし、それから、単に大統領だとか総理大臣が来られるだけではなしに、

その御家族だとか閣僚の皆さんだとか、いろいろ一緒に来られるわけです。

そういう方々が県下でいろんなイベントに参加していただいたり、また、い

ろんな各地を回っていただいたり、そういうことを県下全域でやっていくこ

とによって三重県全体が、やはり我々の地域もサミットにかかわっているん

だ、我々の地域は決してサミットと無縁ではないんだという意識が出てくる

と、こう思います。もちろん、警備上の問題等いろいろありますから一概に

県下どこでも自由に動けるよという話でも当然ありませんし、一定の制限は

あるとは思いますが、そのあたりのところも十分考慮して今後の対応は検討

すべきだと、こう思いますが、いかがでしょうか。 
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○知事（鈴木英敬） まさに三谷議員のおっしゃっていただいたように、県下

全域に効果が波及するようなサミットにしたいと思っています。 

 わかりやすいのでいけば、先ほどおっしゃっていただいたジュニアサミッ

ト、これは、同じ期間に、大体高校生ぐらいが中心になりますけれども、自

分たちで子どもの貧困や教育について議論をして首脳たちに提言をするとい

うサミットですが、これ自身は、洞爺湖のときは、本体は洞爺湖でジュニア

サミットは千歳市でやりました。あとは、ドイツのハイリゲンダム、前回総

理が行かれたときにはビスマールという地方都市でやりましたし、イタリア

のラクイラというところでサミットをやったときは、ジュニアサミットは

ローマでやったりと、そこに限らずいろんなところでできるオプションがあ

りますので、県下全域に効果が波及するようなことを考えたいと思います。 

 それから、配偶者プログラム、首相や大統領の御婦人に回っていただくプ

ログラムがありますが、これも洞爺湖の例を参考にしますと、道内、一定の

制限はありますけれども、いろんなところを回っておられますので、三重県

のいいところをよく知ってもらうような取組にしたいと思います。 

 それから、先ほどのジュニアサミットと、洞爺湖のときには道内高校生と

の交流というのもありましたので、それもいろんな県下の場所もいろいろ考

えられると思いますから、そういうことも含めて全体の取組としたいと思い

ますし、北海道全体で花いっぱい連携運動というようなことで、地域ごとに

いろんなお花を一つのキーワードにしてみんなが参画できるような取組をや

られたりしていますので、そういう市民の皆さんにも参加していただくよう

なことも含めて、県下各地で盛り上がっていただけるような仕掛けをこれか

ら考えていきたいと思います。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） ぜひ全ての県民が、また、全ての県下の地域がサミット

にかかわれる、また、我々のサミットだと、三重県のサミットだという、そ

ういう意識が芽生えるような、そういう仕掛けなり催しをぜひお考えいただ

きたいなと、こう思います。 
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 昨日の新聞を見ておりますとサミットの経済波及効果が出ておりまして、

県内で約130億円、全国で約510億円ぐらいだろうと百五銀行のシンクタンク

が試算をしたと、こういうふうに出ています。宿泊費だとか飲食費だとか物

品購入費、また、建設関連、こういうものの、直接的な経済効果、これも非

常に僕は大事だと、こう思いますが、もっと大事なのは、国内外に伊勢志摩

の情報発信、三重県の情報発信をして、多くの方々に三重県を認知していた

だく、三重県のことをよく知っていただく、伊勢志摩のことを御理解いただ

く、一度行ってみようかな、そんな気持ちになる、そういう間接的な効果も

非常に大切だと、こう思います。 

 しかし、これは、言うのは簡単ですがなかなか実際は難しい。国内での今

までのサミットは、例えば沖縄でありましたよ、先ほどおっしゃっていまし

た北海道の洞爺湖でありましたよ、これはほとんどの方が言えると思うんで

す。じゃ、海外の今までのサミット、2008年に洞爺湖のサミットがあって、

それ以降毎年のように世界各地でサミットが行われていますが、じゃ、どこ

であったのと、すぐ名前が言えるような人はほとんどいない。今、現にドイ

ツでやっていますが、ドイツでやっているのは知っていても、ドイツのどこ

でやっているのというのはなかなかぴんとこないですよね。すっと言える方

も少ない。つまり、２日なり３日なりサミットをやって、そのときは伊勢志

摩サミットということで世界中に発信されるかもわかりませんが、それが過

ぎてしまうと、次のサミットの話題になってきたときに伊勢志摩が忘れ去ら

れていくということであってはいけないと思いますから、ある意味ではこち

らのほうが相当力を入れて今後の対応を考えていかなければいけないと、こ

う思っています。 

 ですから、そういうことも含めて、知事が考えられているサミット効果、

これはどういうものを考えておられるのか、そのために県としてはどうして

いこうとしているのか、その点を教えてください。 

○知事（鈴木英敬） 経済効果については、まさに今、三谷議員からおっ

しゃっていただいたように、洞爺湖のときも直接効果は350億円ぐらいで、
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間接効果、つまり、将来にわたって認知度が上がって国際会議の件数等が増

えてというので５年間で283億円、パブリシティー効果、メディアとかに出

ることで1013億円というそれぞれの効果が出ているということですので、三

重県においても先般百五経済研究所が出したもの以外に間接効果やパブリシ

ティー効果もこれから算出していく必要がありますが、算出に当たっては経

費がどれぐらいかかるかということから投入しないとあの式が出ませんので、

経費が今現時点ではわかりませんので効果は明らかにできませんが、そうい

うところはしっかり今後試算していきたいと思います。 

 そこで、おっしゃっていただいたように、洞爺湖でもそうでしたし、私、

沖縄の名護も行かせていただきましたけれども、やっぱり、その後やサミッ

トの事前に来てもらったときに行ってよかったなと思ってもらったり、メ

ディアの人たちが来てもらったときにしっかりよかったなと思ってもらうた

めのそもそもの地域の観光地としてのレベルアップというんですかね、旅館、

案内板表示、Ｗｉ－Ｆｉの整備、その店舗の状況、そういうものも含めて事

前に、サミットまでに、事後のことを考えた観光地や事業者の皆さんのレベ

ルアップを図っていくというようなことがありますのと、その後にどういう

ＰＲをするのかというのを含めた、例えば商品開発であったり旅行商品のこ

とであったりという後をにらんだ事前の準備というのが大変重要だと思って

いますので、その点については県民会議を新たに発足させて、今の誘致協議

会を少し発展的に、より県全体の皆さんに入っていただいて会議にしようと

思っていますので、そこでもいろんなお知恵をいただきながら意識共有を

図っていって、そういう取組を、後につなげる取組をしていきたいというふ

うに思います。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 総費用についてはまさにこれからの計算ということにな

るというお話ですが、今、やはり県民の関心というのは一体全体どれぐらい

かかるのということですから、これはできるだけ早い時期にぜひお示しをい

ただきたいと、こう思っています。 



－88－ 

 それから、やはりメーンの会場は志摩観光ホテルにしても、プレスセン

ターは県営サンアリーナだ、また、そこに至るいろんな輸送の関係だとか、

いろんなところでいろんな費用が生じてくると、こう思っていますし、また、

今、我々がなかなか想像できないような費用が出てくるという可能性も当然

あるわけです。今、１億円ほど、つかみ金と言うと非常に失礼ですが、１億

円ということで上がっておりますが、９月補正ぐらいには全体としての大枠

は示されるんでしょうか。 

○知事（鈴木英敬） 外務省とこれから調整をする中で、予算、県の負担とい

うのがどれぐらいかというのを精査していきたいと思いますので、早ければ

９月ということになると思いますけど、なるべく早くお示しができるように

外務省とも相談していきたいというふうに思います。 

 加えて、やっぱりなるべく、県費、財政状況が厳しい折ですから、いかに

効果があるとはいってもなるべく県費負担については縮減できるように、洞

爺湖のときも、民間の皆さんの協賛事業とか、寄附事業とか、そういうのを

やっていただいて、盛り上げとともに県費負担の縮減というのもやっていた

だきましたので、そういう部分についても配慮をしてやっていきたいという

ふうに思っています。 

 あと、つかみ金ではないんですけれども、１億円につきましては、今回の

常任委員会におきまして雇用経済部から説明をさせていただきます。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） つかみ金という表現がいいかどうかはともあれ、中身が

全くわからない間にぽんと１億円が出てきましたので、通常これが世間では

つかみ金と、こういうことだと、こう思っておりまして、サミットにつきま

してはまたこれからおいおい、各常任委員会等でもいろいろな御説明がある

と、こう思います。また、全員協議会が予定されておりますので、そこでも

う少しまた突っ込んだお話があるのかなと、こう思っておりますので、サ

ミット関連はこれぐらいにさせていただきたいと、こう思います。 

 次の項に移らせていただきたいと思いますが、知事が政策集で、８年かけ
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てやると、こう言われた課題についてお話をさせていただきたいと、こう思

います。 

 今から４年前の知事の政策集、このごろ持っておられる方もだんだん少な

くなってきまして、焼却炉で燃やした方もひょっとしたらおられるかもわか

りませんが、４年前の政策集をよく読んでおれば気がついたんですが、前回

の政策集で、８年かけてやると、こうおっしゃっている課題が二つあるんで

すね。だから、考え過ぎかもわかりませんが、４年前から知事は最低８年は

やるという前提でお考えになっていたのかなと、こう思っていまして、あそ

こまで読み切っておれば昨年の代表質問で、知事、次の選挙に出るのかどう

かというあのつまらん質問をするまでもなかったんだろうと、こう思ってい

まして、その意味では少し反省はしているんですけれども、改めて、８年を

かけて実現をすると、こうおっしゃっておることについてお伺いをしたいと

思います。 

 一つ目は、「命の格差は許さない～医療・介護・福祉」の項の中にござい

ます、８年以内に介護施設待機者ゼロ、65歳以上１人当たりの特別養護老人

ホームが三重県は最下位であると、だからゼロにするというのが一つです。 

 それと、もう一つは、「子どもはみんな天才だ！」の項にある、学力を８

年以内にトップ３にすると、学力テスト完全実施、市町別の情報公開、結果

に基づき教員の増加など、徹底した支援を行うと。 

 この二つが４年前の政策集で、８年かけてやると、こう言われた項目です。 

 では、今回の新しい政策集で、先ほど申し上げました８年をかけて実現を

するというこの二つのことはどうなっているのかと、どういうふうに書かれ

ているのかということを改めて拝見させていただきました。 

 まず、特別養護老人ホーム、特養につきましては、開花宣言３の「命・暮

らし」の項の中に、医療・介護・健康づくり、ここに書かれているんですが、

こう書かれています。「特別養護老人ホームの待機者解消をハード・ソフト

両面からの取り組みにより目指します。」と、こういうふうになっているん

ですね。前回は８年以内に介護施設待機者をゼロとするという記述だったん
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ですが、それが待機者解消を目指しますというふうに変わったんです。する

というのと目指すというのは、これはかなり日本語としては意味合いが違う

と、こう思います。 

 それから、もう一つの学力につきましては、新しい政策集、この中の開花

宣言１の「教育・人づくり」の項で最も最初にこれが登場してきます。「子

ども達の学力向上」、こういう項がありまして、この中に、「全国学力・学

習状況調査について、まずは４年以内の早期に全国平均を上回ることを目指

して取り組みます。」、こう書かれているんです。８年以内にトップ３と、

こう書かれたやつが４年たつと、４年以内に、早期に全国平均を上回ること

を目指して取り組みます、ある意味では大きくトーンダウンしています。正

直だなと、こう思いますけれども、トーンダウンをしています。 

 「もうすぐ、花が咲きます。」、先ほどおっしゃった「みえ『開花』宣

言。」の最初のリードの部分というのは、「４年前新しい三重に変えるのは、

今しかない！をスローガンに、『しがらみ』と『無駄』を断ち切り、税金の

使い方の改革を行い、『県民幸福実感度』を高めるための具体策を実行する

ことを約束しました。そして、新しい扉は開きました。」、こういう言葉で

始まってきて、結びに、「そして、新しいスタートから４年。今、チカラは

実を結び、新しい三重が姿を現しはじめました。みんなの力で、日本一の花

が咲きます。」と、こう力強く書かれているわけです。言いかえれば、４年

前に種をまきましたよ、それからいよいよ芽が出て、いよいよ日本一の花が

咲く、この４年間になるんだと高らかに宣言されている、こういうふうに理

解しても間違いないと思います。これが今回の知事の政策集、「もうすぐ、

花が咲きます。みえ『開花』宣言。」、これの意味だと、こう思っています。 

 別に、４年たったからトーンダウンした、だからけしからん、そんなこと

を言うつもりは毛頭ありません。状況が変わってきたり、当時とはまたいろ

んな条件が変化してきたり、４年前書かれたときとは予想しなかったような

事態が起きてきたり、いろんなことがありますが、だから、ある意味、変

わってきてもそれはおかしくはないと、こう思います。 
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 しかし、やはり政策集というのは知事の政権公約ですよね。ですから、や

はり変わったならなぜ変わったか、その理由をきちっと県民に説明する、そ

の責任は知事にあると、こう思っておりまして、その説明抜きで、８年前は

こうでしたよ、４年たったらこうでしたよというだけでは、恐らく県民の多

くの方々は御納得いただけないと、こう思いますが、なぜ変わったのか、こ

の点をわかりやすく御説明いただきたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） ２点御質問をいただきました。前回の政策集と今回の政

策集、介護と学力の部分についてトーンダウンしたのではないか、トーンダ

ウンしたのならその理由をしっかり説明せよという御質問をいただきました

ので、２点答弁させていただきます。 

 まず、１点目の介護でありますけれども、県内の特別養護老人ホームの入

所申込者は平成26年９月現在で9507人ですが、申込者の中には介護度が軽度

の方や他の高齢者施設に入所されている方も含まれています。ずっと政策集

でもそうですし、みえ県民力ビジョンでは、これらの入所申込者のうち、介

護度が重度で在宅の入所待機者の解消を目指すということにしておりまして、

その数は平成26年９月時点で1574名です。この中には、入所が可能になった

にもかかわらず入所を断った方550人や、入所の手続中の方161人も含まれて

おりますので、実質的な待機者は863人であり、施設整備を着実に進めてき

た結果、待機者の数は年々減少しています。 

 県では、これらの待機者の状況や今後の要介護者の増加の見込みなどを踏

まえて、平成27年度から29年度までを計画期間とする第６期三重県介護保険

事業支援計画において、さらに約1200床の特養の整備を計画しており、適切

な入所決定とあわせて、入所を必要とする人が速やかに入所できる体制は整

えつつあります。 

 そこで、そういう意味では、待機者ゼロを目指していく、その解消を図る

ということの基本的なスタンスは前回の政策集ともいささかも変わってはお

りませんけれども、財政状況とか、あるいは、先ほど申し上げたような、入
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所できるようになったにもかかわらず断る方がいるとか、そういうような状

況、あるいは、将来の不安に対する、これから社会保障制度もいろいろ変

わっていく中で、将来への不安に対し予防的に申し込みする人が増えてくる

などの、そういう不確定要素もあるということが、４年間いろいろ、知事を

務めさせていただいてそういうことも広く見えてきたということもありまし

たので、表現としては待機者の解消を目指すというふうに、今回の政策集、

やらせていただきましたけれども、基本的なスタンスは変わっていないとい

うようなことでございます。 

 一方で、待機者を本質的になくしていくためには、介護が必要になっても

住みなれた地域や自宅で必要なサービスが受けられる体制づくりを進めるこ

とも重要です。このため第６期三重県介護保険事業支援計画では、地域それ

ぞれの特性に応じて、医療、介護、予防、住まい、生活支援が一体的に提供

される地域包括ケアシステムの構築を支援することとしています。 

 続いて学力のほうですけれども、私が考えます学力というのは、生き抜く

ために学ぶ力と学習によって得た知識の二つがあると思っています。それら

の学力が身についているかをはかる一つの手段として全国学力・学習状況調

査があると考えております。 

 平成26年度のその結果は、３年連続で小・中学校とも全国平均を下回ると

いう厳しい結果でありました。本県を取り巻く教育条件が他県に比べ著しく

劣っているわけではない中、全般的に三重の子どもたちや保護者の皆さんか

らの負託に十分応えているとは言いがたい状況にあり、大変重く受けとめて

おります。これまで教育委員会とともに取り組んできた様々な施策が学校に

浸透し切れず、結果につながらなかったことは、大きく反省をしているとこ

ろであります。 

 このような中、学力の向上のためには、子どもたち一人ひとりが自己肯定

感を高め、やればできるという思いを持つことが大事であると考えておりま

す。さきの選挙を通して、県民の皆さんの教育、人づくりに対する関心の高

さを改めて強く実感したところでありまして、私としても改めて県政の重要
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な課題として位置づけ、危機感を持って取り組んでまいります。 

 そこで、一つの目指すところ、目標については、高いレベルへの思いは持

ちつつも、やはりこれまでの取組の教訓や他県で学力向上を果たした県のか

かった年数などの状況などを参考にすれば、まずは具体的な一つのステップ

として４年以内の早期に全国平均を上回るということを設定し、着実に一歩

一歩成果を積み上げていくということとさせていただいたところであります。 

 目標を共有しながら、子どもたちや現場の教員もやる気を持って、一体感

を持って教育活動に臨んでほしいと願うとともに、目標をなし遂げたときの

達成感が自信となり、次なる目標へとつながっていくと考えています。子ど

もたちの可能性を引き出し、将来の選択肢が広がるよう、大人たちが一丸と

なって子どもたちの学力の向上に取り組む必要があると考えております。子

どもたちの一層輝かしい未来に向けて、私も一緒に汗を流してまいります。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 待機者をゼロにするという基本的スタンスは何ら変わら

ないと、将来的な予防的な要素、将来の不安に対してのそういうこともある

ので、今後は、地域包括ケアシステム、こういうところに移行しながらしっ

かりと対応していくと、こういうお話だと、こう思います。 

 しかし、本当にそれだけで、地域包括ケアシステムに移行していくという

ことで、知事がおっしゃったように年々改善されてきているのかなと、私、

少し疑問なんです。例えば桑員地区の入所待機者数を見ますと、平成23年の

９月が127人、24年は少し減りまして119人なんです。ところが、25年、26年

は逆に増えて140人になっている。知事がおっしゃるように、県下全域、い

ろいろ引き算をしていけば、こういう軽度の方とか、申し込んだけど来ない

人とか、そういうのをどんどん引き算していけば知事のおっしゃるような数

字が出てくるのかもわかりませんが、全般的に見れば、好意的に言って大体

横ばい、悪く言う必要もないかもわかりませんが、少し増えているのではな

いかと、そういう感じがしておりまして、本当に地域包括ケアシステムの中

でこういうものがきちっと完結できるのかどうか、その点、知事のお考えを
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聞かせてください。 

○知事（鈴木英敬） 私が今答弁させていただいたのは、全て地域包括ケアシ

ステムでやるというんじゃなくて、施設整備はしっかりやりつつも、それに

加えてそもそもの、そういう入所者、入所希望の人の数を減らしていくこと

に地域包括ケアシステムなどをしっかりやることが一定の効果があると思っ

ているということですので、それだけが伝家の宝刀というふうには思ってい

ません。ですので、それだけで全てを解消できるとも思っていませんが、確

かに、おっしゃるように県全体でいけば、さっきの私が1574人と言った重度

で自宅にいられる方は、私が知事に就任させていただく前の平成22年度では

2240人ですので、大きくは減っていませんけれども、漸減しているとは言え

るんじゃないかと思います。 

 一方で、桑員地域は確かに、いろんな、各、毎年施設整備の要望などを聞

いて、それと市が出せる予算とかもありますので、そういうことの関係で実

際に整備が進んでいない部分があるというのも事実だと思います。そういう

市町が持っていただいている財源との関係で地域差みたいなのもあるのも事

実だと思いますから、そういうところも視野に入れながら、しっかりめり張

りをつけた介護の政策をとっていく必要があると思います。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） ぜひ待機者ゼロを目指して力を尽くしていただきたいな

と、こう思います。 

 もう１点、教育、人づくりの話なんですが、早期に全国平均を上回ること

を目指すと、こうおっしゃっている一方で、学びの選択肢拡大と魅力向上と

いうのをまた別に挙げられております。先日の知事提案説明でも、本補正予

算において学びの選択肢拡大に向けて有識者を交えた検討懇話会を設置して、

大胆な提案などの議論や検討を行う中で、新しい視点、角度からの施策や政

策提言につなげていきたいと、こういうふうに述べられております。 

 検討懇話会を設置して大胆な提言を聞かせてもらう以前に、既に知事は知

事の政策集の中で、公立の中高一貫教育だとか、国際バカロレア資格取得可
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能な全国初の公立学校の設立というような、非常に大胆なことを政策集の中

で書かれていると、こう思います。知事の政策集に単にお墨つきを与えたり

合理化するだけの検討懇話会ですと、私はそんなものは当然要らないと、こ

う思っておりますので、そのあたりのことがどうなのかということが１点。 

 それから、これの所管が戦略企画部なんですよね。教育委員会じゃない。

戦略企画部で一定の方向性を打ち出して、その下請で教育委員会がやるのか

どうか、そこはよくわかりませんが、そのまま全て読ませていただくと、一

部のエリート養成のための教育に重心を移してこられるのではないかな、そ

んな感じがしてならないんです。やはり、そういうものは公教育の理念に必

ずしも合うものではないと、こう思っておりまして、そのあたりのところの

知事の真意を聞かせてください。 

○知事（鈴木英敬） 公教育と公立学校、これは定義が違うと思いますのであ

れなんですけれども、公立学校が果たす役割というのは、やはり教育の機会

の保障や確保、そういう意味で大変重要です。特に家庭環境が恵まれない子

たちとかにも含めてそういう機会などが保障されるということが大事だと思

いますので、そういう部分において、学力も規範意識も体力も人権のことも、

様々なことが公立学校でしっかりと、家庭的環境とか社会的環境に左右され

ずに学べるようなことを保障していくということが大事ですので、そういう

のを基本的にやるということは当然のことであるというふうに思っています。 

 加えて、今回の学びの選択肢の拡大という部分については、そういう中に

あってもいろんな、グローバル化のこととか、いろいろ社会の状況が変容し

ている中で、学ぶ場の多様化をしていく、こういうものを選択したい、本当

は三重県で、例えば国際バカロレアのこととかを学ぶようなところ、三重県

で行きたいんだけれども、それがないからどうしても県外に行かないといけ

ないというような子たちが、三重県で学びたいと思っているのに学べないと

いうようなことがあってはならないと思っていますので、そういう選択肢を

多様化していきたいと、そういうような思いが今回の真意であります。 

 加えて、先ほど公教育と公立学校と申し上げたのは、公教育というのは、
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私立学校も建学の精神に基づいて公教育の一端を担うというふうになってい

ますから、私立学校も多様な学校運営をやっています。多様な教育をやって

います。それと同様、学びの多様性をしっかりと確保していくということが

公教育全体として大事だと思いますし、公立学校が果たす役割というのは今

申し上げたとおりです。 

 加えて、中高一貫教育校については、連携型を含めますと既に45の都道府

県で実施されています。そういう意味も含めまして、急進的にエリートだけ

がというような内容でないということは、他県の状況などを見れば御理解い

ただけると思います。 

 いずれにしても、先ほど三谷議員のおっしゃっていただいたように、僕が

政策集に書いたことだけを追認するような委員会とかじゃなくて、三重県の

教育現状も踏まえたりしながら、いろんな学びの多様化という観点から意見

をいただくような場にしたいと思っています。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 過去４年間見ていますと、知事、結構、当たり前の話な

んですが、政策集にはこだわりをお持ちでございまして、政策集の一項目一

項目がいろんな意味で、過去４年間、実現をしてきています。私は、これは

これで評価できると思うんですよね。選挙のときに、県民との契約というか、

お約束ですから、それを知事は４年間の間に実現していくということは大事

だと、こう思いますので、それはそれで僕は何も恥ずかしいことでも何でも

ない、隠す必要もない話だと。ですから、政策集で、先ほど知事がおっ

しゃったような施策なんかがいろいろ書かれている、これを、改めて検討懇

話会を設置して、しかも戦略企画部で議論をされるというのは、私は少し違

うのかなと、こう思っておりまして、これ、教育委員会じゃなくて、なぜ戦

略企画部なんですか。 

○知事（鈴木英敬） 今回、戦略企画部にひとづくり政策総括監というのを任

命しました。それの思いは、今回の学びの選択肢拡大もそうなんですけれど

も、学校教育のところだけじゃなくて、例えば幼児教育のところ、就学前教
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育のところをどうするんだ、あるいは生涯教育全般のことをどうするんだ、

高等教育機関の部分について、ほぼこれまで県はノータッチでありましたけ

れども、そこの部分についてどうするのかということを整合的に全体を見な

がら優先順位をつけていくというようなことを考えれば、学校教育を所管す

る教育委員会の範囲だけでは少し余るのではないかというふうに思っていま

すし、加えて、今いろいろ、国のほうとかでも職業人材についての議論など

も出ています。そういう産業、１次産業も含めた産業などの担い手という観

点からも、教育段階で、学校教育や就学前教育や高等教育段階でどうするの

かということも含めた議論もしていかなければ学びの多様化にはならないと

思っていますので、学校教育を所管する教育委員会だけでは少し範囲がおさ

まらないという観点から戦略企画部でやるということにしました。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） まだこの問題は、非常に間口も広い、今の知事の御説明

どおりだとすれば非常に間口の広い話だろうと、こう思いますので、職業教

育から含めて多様な人材の育成等、１次産業の人材まで育成していく、そう

いう観点も入れていくんだということになれば、それなりの議論がこれから

続くのかなと、こう思っております。 

 それならば別に、戦略企画部が本来の役割としては県庁の司令塔ですから、

司令塔としての役割をこういうところできちっと果たせよということなのか

もしれませんが、しっかりまた議論をさせていただきたい、こう思います。 

 余り時間がなくなってきましたので、同じく新たな政策集の「みえ『開

花』宣言。」の中から幾つか質問させていただきたいと思うんですが、まず、

開花宣言の３、「命・暮らし」の中の「防災・減災」のイの一番に挙がって

おりますのが海抜ゼロメートル地帯の対策についてであります。 

 南海トラフ地震対策特別措置法の対象地域から、強化地域から、私の地元

でございます桑名市だとか木曽岬町、ここが外れたというのは御承知のとお

りでありまして、今ここでなぜ外れたかという議論を蒸し返すつもりはあり

ません。 
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 その外れたことへの県の対応として知事が、命の重さには違いがないんだ

よと、こうおっしゃっていち早く、他の対象地域と同じようになるよう、市

町が津波避難施設を整備する際の県独自の補助率かさ上げ制度の創設、これ

を表明されたということは地元の１人としても高く評価をさせていただきた

い、こう思っておりますし、今後、木曽三川下流域沿岸部の河川・海岸堤防

の耐震対策のほか、河口部の大型水門や排水機場の耐震対策を積極的に進め

ていただけるようお願いをしたいと思いますし、期待もしておるところでご

ざいます。 

 このフリップをお願いしたいと思いますが、（パネルを示す）ちょっと小

さいので見にくいのかもわかりませんが、これ、木曽三川の下流域の地図で

す。この緑色で囲われているところが、ここが木曽川でありまして、こちら

のほうが揖斐、長良川、この真ん中の島が桑名市の長島町ということです。 

 ここに書かれておりますとおり、木曽川の河川堤防において耐震対策の必

要な区間は14キロメートル、そのうちの２割が対策済みですということです。

ある意味ではまだ８割ができていないということになってきます。 

 全国防災が始まって今年で５年目で、もういよいよ今年で全国防災も終わ

りです。今、国土交通省のほうは、当然優先順位を考えなきゃいけませんか

ら、下流域から、つまり国道23号の下流のところから順次、堤防の耐震対策、

これをやっていただいておりまして、全国防災が切れる平成28年度以降どう

なるのかというのは非常に不安なところがあるんですが、ここら辺の見通し、

もしおわかりでしたらまた教えていただきたいと、こう思います。 

 この地図をちょっと見ておいていただきたいんですが、ここが木曽川、こ

ちらが揖斐川、長良川ということで、この間が長島という、こういう形です。

ここに伊勢湾岸自動車道が走り、ここに国道23号が走り、ここに国道１号が

走り、ここに東名阪自動車道が走る、こういうふうな地勢ということになっ

ております。 

 もう一枚、（パネルを示す）この図面は、先ほどのもそうなんですが、こ

れも国土交通省からいただいてきました。もし大規模地震が起きて、レベル
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２と、こう言われているんですが、レベル２というのは現在から将来にわ

たって考えられる最大級の強さを持った地震動ということなんですが、この

レベル２が起きますと、これは木曽川左岸9.4キロメートル地点、ＪＲ橋梁

上流部のイメージ図と書いてあるんですが、愛知県側です、愛知県側の弥富

市の国道１号よりもう少し上にＪＲが通っておりまして、それの上流部とい

うことなんですが、今ありますこの堤防の高さが、現況の堤防高6.3メート

ル、これがそういうふうなレベル２の地震が起きたときに4.2メートルまで

下がりますよというのがこのイメージ図なんです。 

 もちろんこれは、いろんな前提条件だとか、いろんなことで様子はかわっ

てきます。こういう調査のときに動と静と二つがあって、これは静というこ

となんです。静というのはどういうことかというと、いっときにどんと地震

があったときが静、動というのは一定の期間揺れ動いたのを動と、こういう

んですが、これは静のときのイメージ図ということであります。 

 6.3メートルから4.2メートルに下がっても、平常時の最高水位が3.2メー

トルですから、まだ１メートル余裕がありますから、このままでは水が入っ

てくる心配はないということだと、こう思っております。 

 もう一枚、（パネルを示す）次のこれは木曽川の右岸、つまり三重県側で

す。三重県側8.2キロメートル、大体先ほどのところの三重県側というふう

に理解していただいたら間違いないと思いますが、国道１号のあたりかなと、

こう思っております。尾張大橋のあたりかなと思っています。堤防の高さが

5.4メートル。これが同じようにレベル２の地震動があったらどこまで下が

るか。この5.4メートルが、この調査でいくと0.7メートル、つまり70センチ

まで下がってしまうということなんです。 

 平均の満潮時が1.2メートルということですし、平常時の最高水位が3.2

メートルですから、先ほどと同じように、もうこれは無条件で水が入ってく

るんですね。無条件で水が入ってくる。しかも、堤内、つまり陸地側、長島

側の高さはマイナス1.3メートルということですから、もうこれはどんどん

どんどん水が入ってきて、瞬時に水が入ってきて水浸しになると、浸水が一
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気に広がるというのがこの図なんです。 

 もう一枚、（パネルを示す）これは揖斐川右岸2.7キロメートル、先ほど

の最初の図面にありましたように桑名市の長島というのは、愛知県側は木曽

川を境とします。それから、それを挟んで揖斐川がもう一方のほうを流れて

いるということで、揖斐川の右岸2.7キロメートルということですから、こ

れは恐らく国道23号あたりかなと、こう思うんですが、堤防の高さが今は７

メートル。これが、レベル２の地震が起きて液状化が起きれば一気に１メー

トルまで沈下しますよと。７メートルが１メートルまで下がる。当然、3.2

メートルが最高水位ですし、満潮時の平均が1.2メートルですから、しかも、

堤内、つまり陸地側はマイナスの40センチということですから、こちらのほ

うからもどんどんどんどん水が入ってきて、一気に長島は水につかってしま

うということになるのかなと、こう思っておるところです。 

 これを、国土交通省の木曽川下流へ行って、これの説明を聞かせていただ

きました。木曽川下流のほうはなかなか話が慎重で、これは試行したものだ

と、試みにしたものだからとか、前提条件によっていろいろ違いますよとか、

また、これ以外にも幾つか複数の地点で調査をされておるんですが、そのあ

たりのところを教えてくれと言っても一切開示がされなかったんです。教え

てもらえなかったんです。つまり、誤解を生じたり、こういうシミュレー

ションの結果がひとり歩きをしていろいろ混乱を起こしたり、そういうこと

があってはいけないのでということで教えていただけませんでしたけれども、

こういう調査があって、こういう調査結果があるということは県は御承知な

んでしょうか。まずその点を教えてください。 

   〔稲垣 司防災対策部長登壇〕 

○防災対策部長（稲垣 司） ただいまのデータにつきましては、私ども、初

めて見させてもらったデータでございまして、存じ上げてはおりません。 

 ただ、私どもも被害想定を調査、県が出す場合には、出す際にいろんな情

報をとってみました。その際に、これも議員の言われたと同じように内部

データという説明もございましたけれども、いろいろな、ああいった絵では
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ございませんけれども、例えば揖斐川なんかの沈降データなんかも取り寄せ

ましたけれども、そもそも私どもは被害想定を出す際に考えておったことは、

先ほどレベル２という話もございましたが、レベル１とレベル２という国の

考え方を用いまして、レベル１については、先ほどレベル２という御説明が

ございましたけれども、ハード政策、ハード整備の場合にはそうした精緻な

シミュレーションをしながらやっていくべきものだという認識ですけれども、

国の考えが載っておりまして、避難計画等につきましてはレベル２でもって

最大限沈降75％でやるというルールでおりましたものですから、そうした

データについては被害想定では使わなかったということでございます。 

 以上でございます。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） これ、先ほどの揖斐川の図面です。一番最後に示したや

つ。（パネルを示す）これは７メートルが１メートルまで下がるよという図

面なんですね。今、部長は、そういう情報というのはなかなか開示しても

らっていないというお話です。75％の前提でいろいろ考えるんだと、こう

おっしゃいましたが、７メートルの75％というのは１メートルじゃないんで

すよね。もっと高い。例えば３メートルぐらい。３メートルは行かないか。

２メートルぐらいあるわけですよ。つまり、これは75％をずっと下回る数値

が出てくるわけです。 

 ですから、ここで大事なのは、いろんな情報をできるだけとっていただい

て、これはどれが正確かというのはなかなか難しいと思います、しかし、最

悪の最悪を考えていく、しかも、想定外というのは常に災害のときには言わ

れる枕言葉ですので、やはり最悪を常にお考えいただかなければいけないと、

こう思っておりまして、僕は75％の話というのは余りするべきではないと、

こう思っています。 

 桑名の市役所だとか、木曽岬の役場だとか、防災担当の方とお話しします

と、必ず75％という数字をおっしゃるんです。しかし、現実に、正確ではな

くて試みの調査かもわかりませんが、こういう調査をしたら75％をさらに下
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回ることが出てくるということもまた現実の話ですから、そのあたりのこと

はぜひ再度頭を切りかえていただく、そういうことが必要かなと、こう思っ

ています。 

 その上で、県北部海抜ゼロメートル地帯対策協議会でどんな議論がされて

いるのかなということを少しお伺いしたいと思います。 

 昨年の11月７日に開かれたということで、今年の４月７日にも国への要望

をまとめるのに検討会があったというふうにも聞いております。今後、この

対策協議会のあり方、これを僕は考えていかなければいけないと、こう思っ

ておるんですが、今までのように、国への政策提言だとか国への要望、そう

いうものをまとめていくということならば、国に入っていただかなくても僕

はいいと思うんです。県と桑名市と木曽岬町と、関係の基礎自治体と県が一

緒になって、どうしよう、どうしようという、そういう議論を進めていく、

そのことでいいと思うんですが、知事提案説明、あの中にもあったんですが、

広域避難が発生した場合のルールづくりをこれから具体的に検討していくん

だということになりますと、県と桑名市と木曽岬町だけで本当にいいのかと。

やはり木曽三川、国を代表する一級河川ですよね。代表する一級河川。この

木曽三川の河川管理者である国にも入っていただいて、きちっとした有効、

適切な避難ルール、広域避難のルールというものを考えていく必要があると、

こう思います。 

 今まで、この間木曽川下流へ行ったときに、県のほうからこういうことの

呼びかけがありましたかと言ったら、いまだに一回もありませんと、こう

おっしゃっていました。呼びかける気がないのかもわかりませんが、具体的

な、有効、適切なルールをつくろうと思えば、やはり国にも入っていただい

て同じテーブルの上で議論をしていく、そういうことが必要だと、こう思い

ますが、その点、いかがでしょうか。 

○防災対策部長（稲垣 司） 先ほど議員も言われたように、まず一つは、最

終的には広域避難体制を構築するわけですけれども、それへの国への要望は

財政支援措置だということであって、そういった意味では国がこちらに入っ
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ていただくのはなかなか難しいかなというふうに考えておるのが一つありま

すけれども、一方、議論につきましては、私どもは段階的に考えておりまし

て、昨年11月に中間的に取りまとめた段階で、一旦今後は各市町で避難計画

をつくり、それをベースに広域避難計画を、広域避難施設の場所の設定も考

えながら考えていくという議論に持っていくつもりで、一旦、市町、要する

に自治体でもって考えるというスタンスをとっております。 

 国との関係におきましては、実は３県１市の会議でもって、県境をも越え

る場合がどうかとかいう議論とか、あるいは東海ネーデルランド高潮・洪水

地域協議会というのがございまして、そちらのほうでも広域避難については

議論をしておりますものですから、各地でそれぞれのスタンスでやっておっ

てその情報はしっかりとっておりますので、そうした意味で、これは要望も

かなり重要視していることから国には入っていただかないと、そういう方向

のほうがいいのかなというふうに思っております。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 協議会の場がふさわしくない、なじまないということな

ら別に、やはり国も入っていただいて全ての情報を開示していただいて、そ

こで具体的な議論ができるような、そういう場づくりというのが僕は必要だ

と、こう思っておりますので、そのこともぜひお願いをさせていただきたい

と、こう思っています。 

 時間がありませんので、最後の話にさせていただきたいと、こう思います。 

 子どもの貧困対策、これは知事の政策集で特出しで一つ出していただいて

おりまして、これは我々も高く評価をさせていただきます。新政みえもこの

数年、この貧困対策、しっかり取り組んできておりまして、まさにそういう

意味で、方向性、ベクトルが一致したかなと、こう思っておるところなんで

す。 

 貧困率、実に16.3％、しかもこれ、毎年悪くなっていっているんですね。

1998年が12.9％、2009年が15.7％、そして次が16.3％ということですが、国

の大綱だとか対策法、これを受けての話になるかもわかりませんが、今後、
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実態調査を行って、ここもまた有識者検討会が出てくるんですが、有識者検

討会を設置して、三重県子どもの貧困対策計画（仮称）を策定すると、こう

いうスケジュール感だと、こう思いますが、まず、どこまで踏み込むのかと

いうことなんです。当然、子どもさん一人ひとり、取り巻く状況というのは

違います。家庭状況も違えば、家族構成、収入の状況、また、健康の状態等

も違うんですが、どこまで踏み込んで実態調査をするのか、それが１点。 

 それから、やはり、全国の基準とは別に、三重県独自の視点のそういう調

査もあるのかどうか、この点をまず教えてください。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 子どもの貧困対策の関係でどこまで踏み込むのかという

ことでございました。 

 まず、私の思いとしまして、やはり貧困は子どもたちの生活や成長に様々

な影響を及ぼしますけれども、その責任は子どもたちにはありません。子ど

もの将来がその生まれ育った環境によって左右されたり、貧困の連鎖で子ど

もたちの将来が閉ざされてはいけない、そういう思いで今回、私の政策集に

も子どもの貧困対策をやっていこうということで盛り込ませていただきまし

た。 

 おっしゃっていただいた検討委員会を５月28日に、１回目、やりました。

やっぱり貧困の実態が見えにくい、わかりにくいということなので、実態把

握から進めようというようなことでありますけれども、まず、基本的には関

係機関の児童相談所とか福祉事務所とか保育所とか学校とか、子どものそう

いうような部分についての聞き取りをしていくんですが、これは私が直接指

示しましたけれども、やっぱり情報を出しにくいけれども、当然匿名性とい

うのは十分配慮して、協力してくれる方に限りますけれども、当事者から見

て今の貧困に対する関係機関の支援の状況はどうなのかという、当事者の方

の思いをちょっとでもちゃんとしっかり聞いた実態調査であるべきだという

ふうに思っていますので、数をたくさんというのはちょっと難しいかもしれ

ませんが、当事者の方の思いも含めた実態調査にしたいというふうに考えて
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おります。 

 それから、これは市町との連携なくしてはやっていけませんので、市町と

連携してしっかり取り組んでいく必要があると思っていますのと、今回の計

画は、計画自体どれぐらい踏み込むのかということについては、何らかの数

値目標的なものは設定したいというように考えています。しかし、先ほど議

員もおっしゃっていただいた子どもの貧困率、代表的な指標の子どもの貧困

率は都道府県別の数値が示されていませんので、それをというのは難しいと

思いますが、何らかの数値目標を設定してＰＤＣＡを回して、子どもの貧困

を少しでも改善できるような形の取組にしていきたいというふうに思ってい

ます。 

 一方で、国に対してもっと実態がわかるような調査をしっかりしてほしい

ということを、この５月、塩崎大臣に私のほうから直接お願いしてまいりま

いたので、そういう国の動向もしっかり踏まえていきたいと思います。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 数値目標を置いていただくということなので、これは素

直に評価させていただきたいと思います。できれば、子どもの貧困率、これ

を県で独自に調査して、一体どういう数字が出てくるのかよくわかりません

が、その数字を例えば５年なら５年でどこまで下げていくんだと、減らして

いくんだと、そういう具体的な目標がきちっと設定されて初めてそれに対す

る有効な対策というものが僕は考えられてくるのではないかなと、こういう

ふうに考えておるわけですから、ぜひ数値目標はできるだけ具体的で、誰が

見てもわかりやすく、しかも、それに対しての政策立案が可能な数値目標を

ぜひお願いしたいと、こう思います。 

 それに伴って、例えば、これから、数値目標をつくってからの議論になっ

てくると思うんですが、スクールソーシャルワーカーの増員だとか、また、

貧困の連鎖を断ち切るために、例えば、これは非常に、国のほうもなかなか

二の足を踏んでいるんですが、県独自の給付型奨学金の創設だとか、こうい

うこともぜひ視野に入れてお考えをいただきたいと、こう思いますが、知事
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のお考えがあれば聞かせていただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） 前段のところの数値目標については、分析できるかどう

かわかりませんが、様々な観点で検討したいと思います。要因がなかなか分

析できていないんですけれども、三重県は、生活保護世帯、それからひとり

親家庭の大学進学率が全国平均と比べてかなり低いというような状況があり

ますから、そういう三重県独自の特性みたいな、事情みたいなのもよく踏ま

えた、それを改善できる数値目標や施策の中身にしていきたいと思います。 

 それから、スクールソーシャルワーカーの増員などについては、私どもも

国にも働きかけていますけれども、大変重要なことだと思っていますし、こ

れは貧困対策のみならず、いじめのことや不登校のこととか、全てのことに

関係することだと思いますので、そのあたりはしっかりとした取組を考えた

いと思いますし、奨学給付金については国の制度も見ながら少し議論をする

必要があると考えています。 

   〔43番 三谷哲央議員登壇〕 

○43番（三谷哲央） 改選後初めての質問ですからかなり緊張をして質問をさ

せていただきました。これから４年間、いろんな意味で知事とはおつき合い

をさせていただくということになります。会派新政みえは二元代表制のもと、

しっかりと対峙をさせていただきながら県政の進展のために今後も努力させ

ていただく、そのことを改めてお約束申し上げ、時間が参りましたので代表

質問を終結させていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 49番 山本 勝議員。 

   〔49番 山本 勝議員登壇・拍手〕 

○49番（山本 勝） 自民党会派の山本勝でございます。 

 選挙区は前質問者と同じ桑名市・桑名郡選出でございまして、特に質問項

目等も大変重複したりしておりますけれども、切り口は大きくは変わってお

らないかもわかりませんけれども、ひとつ質問させていただきますので、ど

うぞよろしくお願いをいたしたいと思います。 

 まず、知事のほうからも冒頭いろいろ挨拶がございましたが、主要国首脳
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会議のサミットが三重県の伊勢志摩で開催をされるということで、本当に心

から喜びを申し上げたいと思います。特に、白羽の矢が当たったと、こうい

うことの中には、英虞湾の日本の原風景とも言える自然、こんなところも少

し焦点が当たったようでございますし、それから、二つ目には、伊勢神宮の

尊厳で凛とした空気、こんなところも今回の候補地の選考に大きく寄与した

んじゃないかなと、このような新聞報道もされておるわけでございますが、

いち早く県当局のほうもみえ伊勢志摩サミット推進局が設置をされたという

ことなり、私も今日の朝、県庁の玄関を見せていただきましたら、2016年主

要国首脳会議のサミット、三重県の伊勢志摩に開催決まるということで大き

な看板もぶら下げられまして、まさにムードもそのようなムードになってき

たなと、こんな思いもさせていただきました。 

 特に、今、三谷議員のほうからは、この政策集のところを大分いろいろお

話の論点にされておみえになりましたが、私も１点だけは、特にこのサミッ

トにつきましては、政策集の19ページのところの開花宣言８というところに

Ｇ８サミットの誘致実現ということで項目がございまして、まさにいち早く、

桜は余り大輪とは言いませんけれども、大きな桜が今回開花をしたなと、こ

ういうことで大変私もうれしく思っておりながら、この政策集も、ある面で

は大きな施策の目標的なところというぐあいに私は受けとめさせていただい

ておりますので、時期、状況状況等では、ある面ではいろいろ変わってくる

ような、こんな状況もございますので、そんなところもひとつ、私は理解を

させていただきながらこれから質問を進めていきたいと思います。私どもの

桑名のほうでも昨日うれしいニュースがございまして、旧東海道の42番目の

宿場町が桑名でございますけれども、その入り口に七里の渡しというところ

が、昔の船着き場のところでございますが、この跡地に伊勢国一の鳥居の竣

工式が昨日行われまして、そのまた１週間ぐらい前にはお木曳等も行われて、

市民の皆さん方が2000人ぐらい参加をされて、行事も盛大に行われたわけで

ございますが、昨日は竣工式と、それから、くぐり始めの儀式が行われまし

て、本当に大勢の市民の皆さん方が周りを取り囲まれまして、本当に、ある
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面では祝賀ムードのような、そのような状況でもございましたが、これもあ

る面では、私ども三重県の伊勢神宮という、ある面では精神文化、こんなと

ころの大きな流れが桑名にも来ておるのではないかなということで、改めて

喜ばせていただいたと、こういうことでございます。それでは、発言通告に

従いまして質問させていただきますが、私は、できれば優しく質問させてい

ただきたいと思いますし、知事がこれから、ある面では政策の実現に向けて

少しでもその礎になれるような、このような気持ちでひとつ、質問させてい

ただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたしたいなと思います。 

 まず、１点目の問題でございますけれども、先ごろの選挙を経て鈴木県政

２期目がスタートをいたしました。６月定例月会議が選挙後の最初の議会で

ありますので、まずは知事の政策展開の方向性について確認をさせていただ

きたいと思います。 

 先ごろの知事提案説明では、１期４年の成果を、観光振興、それから防災

対策、雇用・経済対策などとするとともに、選挙を通して教育、人づくりへ

の県民の関心の高さも実感をされまして、医療、介護、子育ての取組を道半

ばと説明されました。また、幸福実感日本一の花を咲かせるためにリーダー

シップを発揮して、実行、実現、結果を求めるとされました。 

 そこでお伺いをいたしますが、選挙戦を通じて様々な声を聞いてこられた

と思いますが、その声を踏まえて、１期目の総括、いわゆる成果と課題につ

いてどうお考えになっておられるのか。また、今後も非常に財政が厳しいた

め、施策展開においても一層の選択と集中が求められるわけでございますが、

さらには、人口減少、地域創生など、新たな課題にもチャレンジすることを

進められております。こうした中、２期目に特に注力し進めるべき施策は何

か。この２点について知事の考え方をお伺いしたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 選挙戦で聞いてきた様々な声を踏まえた１期目の総括、

成果と課題と、２期目に特に進めたいことということで、続けて答弁させて

いただきます。 
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 私は、４年間、幸福実感日本一の実現を目指し、県民の皆様が未来に夢と

希望を持つことができる新しい三重づくりに全力で取り組んでまいりまし

た。とりわけ、県政運営の中で現場主義を徹底し、県内各地で市町長との１

対１対談やみえの現場・すごいやんかトークを開催し、地域の声をしっかり

と受けとめるよう努めてまいりました。 

 みえ県民意識調査の結果によると、情報発信や災害等の危機への備え、道

路や公共交通機関の整備、産業活動の活発化といった指標が大きく改善され

ています。また、さきの選挙を通して県民の皆様から、三重県が明るくなっ

たね、元気になったねという声もいただきました。こうした声は、就任直後

から特に力を注いできた観光振興や防災対策をはじめ、インフラ整備、雇

用、経済に関する政策の成果が県民の皆様のもとに一定届いたものと思って

います。 

 一方、さきの選挙では、教育の分野でしっかり頑張ってもらいたいといっ

た御意見をいただくなど、教育、人づくりについては県民の皆様の関心の高

さを改めて強く実感したところです。また、医療や子育て、介護を充実して

もらいたいといった声も多くの方からお聞きしました。こうしたことから、

教育や医療、介護、子育てなどの道半ばの課題にしっかりと取り組む必要が

あると考えております。 

 ２期目の取組ですけれども、まず、サミットの成功、これについては先ほ

ど来申し上げているとおりでございます。恐らく、私は今40歳ですけれど

も、私が生きている間にもう一回三重県にサミットが来るかといったらその

可能性はなかなか低いんじゃないかと思いますし、100年たっても同じかも

しれません。そういう意味では千載一遇のチャンスだと思っておりますの

で、しっかりとした成功に向けて取り組んでいきたいと、そのように思って

おりますので、議会の皆さんにおかれましてもぜひとも、御協力のほど、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

 教育、人づくりにつきましては、子どもたち一人ひとりが持てる能力を高

め、未来を切り開く力を身につけることができるよう、学力、体力の向上な
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どの課題について優先度を高くし、危機感を持って取り組みます。 

 医療や介護、子育てなどの取組については、市町や関係機関との連携をさ

らに深め、医師、看護職員等の確保や偏在解消、介護分野における人材の育

成確保や施設整備の促進、保育士の確保など、子育て環境の整備や新たな出

産、育児の支援体制の構築などを着実に進めます。 

 さらに、県民の暮らしのベースとなる経済、産業については、強靱で多様

な産業構造への転換や、いまだ実感の伴わない地域の雇用を支えていただい

ている県内の中小企業、小規模企業の振興を図ってまいります。 

 農林水産業の成長産業化に向けた取組を展開するなど、時代や地域の状況

に合わせた強い経済産業基盤の確立を図ります。 

 防災・減災対策には終わりがありません。したがって、これまで策定した

計画など、着実にその具現化を努めつつ、特に県北部海抜ゼロメートル地帯

対策として、新たに創設した補助制度による津波避難施設の整備促進などに

取り組むとともに、大型化する台風等への備えとして土砂災害防止施設の整

備などを進めます。防災の日常化のさらなる展開を図るための防災人材の育

成や活用等に取り組みます。 

 人口減少への対応につきましては、三重県の未来を決める重要な課題とし

て真正面から取り組む必要があり、希望がかない、選ばれる三重を目指し、

人口の自然減対策及び社会減対策にしっかりと取り組んでまいります。ま

た、南部地域については、今回の選挙で住民の皆様の人口減少への強い危機

感を改めて肌で感じたところであります。地方創生を推進する上で、南部地

域を含む条件不利地域については、地域の特性を踏まえた特段の配慮が必要

であると考えており、施策の充実を図ってまいります。 

 また、県民生活を現実に照らせば、県民の命や暮らしに関する安心、共

生、優しさ、こういうものを確立していくことは極めて重要な視点となりま

す。みえ県民力ビジョンでは、新しい豊かさは経済的な豊かさだけでなく、

精神的な豊かさや生活の質の向上を実感できる、成熟社会にふさわしい豊か

さであると捉えていますが、さらにその考え方を追求し、三重県らしさを加
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味して、安心、共生、優しさ、こういうものの確立にもつながる新しい豊か

さにチャレンジしていきたいと考えております。 

 これからも現場を重視し、県民の皆様の声に耳を傾け、一人ひとりがより

幸福を実感していただけるよう、全力で取り組んでまいります。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） どうもありがとうございました。 

 特に総括につきましては、道路の改善がよかったとか、それから、三重県

が明るくなったね、それとあわせて、あと、教育も頑張ってねと、こんな話

もお聞きをされたと、こういうことでございますし、また、２期目に向けて

は、成熟した社会をつくるために、やっぱり優しさというのも少し取り入れ

ていきたいと、こんなところもお話をされて、また、ある面では、そういい

ながらも子育てをはじめとした福祉・医療分野ではやっぱり道半ばだと、こ

ういうような認識もされているということでございますが、特に少子化につ

いて、具体的にどのように取り組まれていくのか、この辺のところをもう

ちょっとお伺いしたいと存じます。 

○知事（鈴木英敬） 少子化につきましては、昨年度に策定しました「希望が

かなうみえ 子どもスマイルプラン」、これに基づいて、５年間重点的な取

組をしっかりやっていきたいというふうに思っております。 

 この少子化においては、基本的な理念として子どもスマイルプランにも書

いていますけれども、やっぱり産めよ増やせよの押しつけではだめで、希望

がかなうということを大前提とした少子化対策というのが三重県の基本的な

考え方であるという前提のもと、少子化の大きな要因は、一つは未婚化、晩

婚化ということがあると思います。これにつきましては、昨年12月にみえ出

逢いサポートセンターというのをつくらせていただきましたけど、開設後５

カ月で1300件余りの相談が既に来ております。したがいまして、結婚支援に

取り組む市町や団体のサポート、いろんな普及啓発、そういうことをやって

いきたいというふうに思っております。 

 一方で、三重県は、一つその結婚のところもそうなんですけれども、一つ
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の課題は有配偶出生率、結婚されている女性の出生率が、2010年の国勢調査

ですと全国37位というふうになっています。したがって、未婚率のほうはそ

れなりの数字なんですけれども、有配偶出生率が低いということは、やはり

結婚して働くことと両立しながら子育てをすることや、２人目に行くときの

パートナーのサポートや、あるいは、多子、３人目に行くときの経済的負担

の軽減、こういう部分をより強化していかないといけないと思っていますの

で、いろんな、今、市町で取り組んでいただいているそれぞれの三重県版ネ

ウボラ、こういうものをやりながらサポートをしていく、そして、その母親

の育児に対する負担感の軽減などにもしっかり取り組んでいきたいと思いま

す。 

 そして、仕事と育児の両立という観点では企業の理解というのが欠かせま

せん。そこで、イクボスというようなことで、去年は育児男子という方と

トークを、私、やっていましたが、今年度からはイクボス、上司の皆さんに

もっともっと子育てをする人たちを応援するボスになってくださいというよ

うなことを働きかけていく取組などもしながら、企業の取組もしっかりやっ

てもらいたいと思っています。 

 それから、そういうような大きい少子化対策の中の一つとして、やはり、

子どもを虐待から守る、あるいは、社会的擁護が必要な子どもたちの里親委

託の推進、あるいは、先ほど来議論があったような子どもの貧困対策、こう

いうことも含めて、子どもたちがしっかり輝ける、子どもたちが宝として

しっかりみんなに大事に育てられる、そういう取組もやってまいりたいと思

います。 

 いずれにしても、そういう取組は行政だけではできませんので、みえ次世

代育成応援ネットワークなどの皆さんの御協力も得ながら、広い形でしっか

り取り組んでまいりたいと思います。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） 答弁どうもありがとうございました。 

 主に取組としては、昨年12月に開設されたみえ出逢いサポートセンター、
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これで情報発信とか、妊産婦や育児中の家族の支援、こんなことを目的とし

た、先ほど言われました三重県版ネウボラ、こんなところも加えていろいろ

支援をされておるということで、まさにフルパッケージで取組が進められて

おるということで、ある面では大変理解をさせていただきました。 

 特に、企業の理解度とか、それから、また、職場の中でのイクボスの話も

出ましたけど、少子化にかかわらず多くの課題をこれから抱えて、まさに三

重県は時代の転換期である、そのときのかじ取りでございますので、どうぞ

ひとつ、鈴木知事の手腕が遺憾なく発揮をされて、私どもの期待をしていく

ような、そういうような社会づくりに向けて頑張っていただきたいなと思い

ます。私ども議会としても、是は是、非は非で臨ませていただきますけれど

も、いいことについてはやっぱりどんどん御支援をしていきたいなと、こう

やって思っています。 

 さて、先ほど１期目の成果と２期目の取組の方向性について確認をさせて

いただいたところでございますが、後々いろいろ関連して、この成果とそれ

から今後の問題については続くわけですが、２点ほど、知事の政策集のとこ

ろで少し確認をさせていただきたいと思います。まず、１点目は、主要国首

脳会議、サミットの件でございますが、これは先ほどの質問等で大半をお答

えいただきまして、もう余りお聞きをするところがなくなってきたわけでご

ざいますけれども、特に、これから最高峰の国際会議であるサミットが三重

県で開催をされるということになったわけでございますけれども、サミット

の開催は、サミット開催前後の投資や、それから消費効果だけではなくて、

三重県、そして伊勢志摩という名称をこれから広く世界に発信するというこ

とで、そういう効果が大きく望まれるわけでございますが、そういう面では、

2000年の九州・沖縄サミットとか2008年の北海道洞爺湖サミットでも、サ

ミット後の国際会議の開催なり観光需要にも大きくつながったと、こういう

ことに聞き及んでおるわけでございます。 

 サミットを開催県として成功させるということはもちろんでございますけ

れども、サミット開催後の三重県の活性化につながっていく、これもまた非
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常に重要な方針になってくるわけでございまして、知事も政策集の中で、地

域としての総合力のアップにつなげる、こういうようなことを記載されてお

ります。 

 サミットの開催に当たっては、伊勢志摩地域だけではなしに、先ほどお話

に出ましたけれども、三重県全体で、オール三重県でしっかりと対応するこ

と、私ども北勢のほうも同じように、サミットを開催しておるんだという、

こんな実感で、南勢の皆さん方も思っていただけるように、そして、開催後

の三重県の活性化に向けた取組、これもぜひとも進めていただきたい。一過

性でなくて、ぜひともそんなところも主眼を置いていただきたい。そういう

ことを込めて、ひとつサミットの開催に向け、オール三重県で取り組むため、

どのように対応されていくのか、また、開催後の三重県の活性化に向けた取

組についてどのように進められていくのか、お伺いをいたしたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） まず、オール三重県でということにつきましては、今現

在あります2016年みえ伊勢志摩サミット誘致推進協議会、これは36団体に今

入っていただいているわけですけれども、これを開催が決定しましたので、

県民会議という形でより多くの方々に入っていただいて、今はどっちかとい

うと市町も伊勢志摩地域の方が多いものですから、全県で入っていただくよ

うなことも含めて、団体企業、市町も含めてオール三重県となるような形で

の県民会議をつくっていきたいというふうに思っています。 

 加えて、県民会議でまさに開催後もにらんだ取組をこれからよく議論して

いこうというふうには思っておりますけれども、やはり先ほど申し上げたよ

うな、今回を機にそれぞれの、例えばホテルとかお店とか、あるいはＷｉ－

Ｆｉの整備とか、そういう環境面のレベルアップをしっかりやっていくとい

うこととか、情報発信をしっかりやっていくということとか、あと、私がこ

の前、名護市にお邪魔してお聞きしたら、サミット開催のおかげで、ほとん

ど１年間に数十回、民間の学会とか、そういうものの会議を開いてもらえる

ようになってきたというような、そういうのが頻繁に行われるようになって

きたというようなことがありますので、その情報発信をしっかり続けていく
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というようなことも大事だと思いますし、同伴者の方が行っていただいたプ

ログラムの、例えば斎宮のいつきのみや歴史体験館のところに行っていただ

いて、十二単になっていただいて、そこで何かを食べていただいたものがあ

れば、そういうものを一つの旅行商品としてＰＲをしていくとか、そういう

こともしっかりやっていきたいというふうに思っております。 

 いずれにしても、そういうのも、どっちかというとまだまだ細かい事業の

部分がありますので、もっと根幹の基本理念をしっかり皆さんと議論させて

いただいてその後のものにつなげていく、サミット開催後につなげていく取

組にしていきたいと思います。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） どうもありがとうございました。県民会議等を開いてこ

れから十分検討をしていくということで御答弁いただきました。 

 特に、先ほど知事のほうからも、20年後にはあるかないかわからないと、

また、自分の生きておる間にあるかないかわからないというような発言がご

ざいましたけれども、そのようなサミットでございますので、十分、後につ

なげていけるような対応等もよろしくお願いいたしたいと思います。 

 それから、もう１点、これも知事がこれから２期目に向けて政策集である

程度目標にしながら活動していくということでございますが、もう１点は、

知事の政策集の19ページの一番最後のところにございますけれども、知事の

給与の問題でございますが、鈴木知事は今回の選挙戦で知事の給与と退職金

のあり方に言及をして、昨年の特別職報酬等審議会と議会の意見を踏まえて

総合的に判断すると、こういうぐあいにされております。ここの政策集の中

にも載っておるわけでございますけれども、昨年の12月の特別職報酬等審議

会からの答申の際にも、種橋会長からは、特別職の職務や職責に応じた適正

な額と判断したもので、答申に基づき条例で定めた額を受け取ることがある

べき姿と、このようにコメントをされておるわけでございます。 

 また、今回の選挙結果は、65万票を得て得票率が約68％という高い支持を

受けて当選をされております。つまり、１期４年に知事として高い評価を受
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けたということであり、十分に知事の職責を担っているとの県民の負託を受

けたと、このように思うわけでございますが、さらに、１期目の４年前は東

日本大震災の直後であり、社会情勢が混乱をし、経済状況もリーマンショッ

クから十分に回復していない時期でありましたが、現状は震災復興への歩み

も進み、アベノミクスでの景気回復も進み、春闘ではベースアップの声がた

くさん聞かれるような、こういうような状況になってまいりました。 

 こういうことを踏まえて、２期目の今はスタートの時期でございますの

で、この時期に迅速に政策集の中の一つのテーマについても判断をされると

いうことが、ある面では最善の策ではないかなと、このように思いますが、

知事の御意見、御所見等をお伺いいたしたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） 私の給与及び退職金のあり方について御質問いただきま

した。 

 今、山本勝議員がおっしゃっていただいた昨年の特別職の報酬等審議会に

おいては、知事のみならず県議会の皆さんについても、こういう職務や職責

に応じた適正な額と判断したので、それをもらうのが本来のあるべき姿だと

いう会長コメントをいただきました。そういうこととか、あるいは、先ほど

山本勝議員がおっしゃっていただいたようなことなども重く受けとめまし

て、しかるべき判断をしたいというふうに思っておりますけれども、サミッ

トなども決まって財政状況も厳しい中でありますから、よくいろんな方の御

意見を伺って判断をしていきたいというふうに思います。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） ありがとうございました。あとは知事の判断だけでござ

いますので、その判断をお待ちしたいなと、このように思います。 

 それでは、地方創生の取組の考え方のところについて移らせていただきま

す。 

 知事の思いについてちょっとお伺いしたいと思いますけれども、我が国の

人口減少問題を少しお話しさせていただきながらあえて改めて申し上げます

けれども、我が国は2008年をピークに人口減少局面に突入し、今後、2050年
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には9700万人、2100年には5000万人を割り込む水準にまで減少すると、国立

社会保障・人口問題研究所の推計がございます。 

 さらに、地方では、首都圏をはじめとした大都市圏への若い世代の流出が

続き、地域経済の縮小や深刻な人手不足が問題となっています。人口減少が

地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる、こういう

負のスパイラルを克服するため、今こそ各地域は危機感を共有して、行政や

住民、企業や団体など、みんなが力を合わせてこの地方創生という困難な課

題に挑戦していく必要がございます。 

 先ほど知事からは２期目の県政にかける思いをお話しいただいたところで

すが、中でも知事は就任直後から、この地方創生、人口減少問題について力

を入れて取り組みたいと発言をされてきました。今年度はみえ県民力ビジョ

ンの新たな行動計画を策定する節目となる年であり、ほかにも重要課題が多

くある中で、とりわけ地方創生については知事に強い思いがあり、高い優先

度で取組を進めていくのだとも受けとめさせていただいております。 

 そこで、県の地方創生の取組について伺うに先立ち、まず、改めて知事の

地方創生にかける強い思いをお聞かせいただきたいと思います。 

 二つ目として、三重県における現状と課題ですが、本県でも国より１年早

く、2007年をピークに人口減少局面に突入をいたしました。今も申し上げま

したように人口減少は地域経済の縮小を引き起こすことが大きな課題です

が、実際に人口減少に直面しているそれぞれの地域においては、さらに一歩

踏み込んで、この課題をより具体的に認識する必要があります。一口に地域

経済の縮小といっても、その要因やメカニズムは地域の成り立ちや地理的な

特性など各地域の特性に応じたものであり、それぞれの地域がその実情に応

じた対応を進めることが必要であると考えます。 

 三重県においても今後、地方創生の取組を効果的に進めていく上で、本県

の地域特性を踏まえて、人口減少問題がどのように影響を及ぼし、どのよう

な課題があるのか、本県の立場に立ってしっかりと押さえていくことが必要

です。特に、本県は南北に長く、北部と南部の地域の状況が大きく異なると
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いった点も踏まえて考えていかなければなりません。 

 本県が地方創生の取組を進めていく上で、こうした地域特性を踏まえて三

重県の現状と主要な課題をどのように捉えられているのか、その考え方をお

聞かせいただきたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） ２点御質問をいただきました。地方創生にかける思い

と、それから、三重県の現状と課題ということでございます。 

 人口減少への対応は三重県の未来を決める重要な課題であり、本県の人口

減少に歯どめをかけるため、課題に真正面から向き合い、着実に対策を推進

していく必要があります。県ではこれまでも、「希望がかなうみえ 子ども

スマイルプラン」等に基づき少子化対策に重点的に取り組むとともに、県南

部地域において市町と連携し、若者の就労支援や定住促進等の取組に注力す

るなど、国に先駆けて取り組んでまいりました。本年９月には、三重県の目

指すべき人口の将来展望を示す三重県人口ビジョン（仮称）と、人口減少の

課題に的確に対応していくための５年間の取組を示す三重県まち・ひと・し

ごと創生総合戦略（仮称）を策定し、希望がかない、選ばれる三重の実現を

目指し、取組をさらに加速させていきます。 

 総合戦略の推進に当たっては、本県の人口減少の課題や目指すべき姿につ

いて県民の皆さんとも認識を共有しながら協創により取組を進めるととも

に、県と市町が車の両輪となり政策を推進することで相乗効果を発揮し、地

域全体の魅力を高めていくことができるよう、市町ともしっかりと連携して

いきます。 

 人口減少への対応は二つの側面から取り組む必要があると考えています。 

 一つは定量的な側面です。人口減少の抑制や交流人口の増加を進めること

で、地域経済の縮小という人口減少がもたらす負のスパイラルから脱却する

こと、あるいは、少なくとも人口減少の影響が緩和されることが必要です。 

 もう一つは定性的な側面です。自らが望む場所で暮らし続けることは郷土

愛を育み、地域に対するアイデンティティーを高めます。そのことが住民自
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らの地域をよくしようとする行動を促し、地域の大切なものがよりよい姿で

引き継がれ、次世代の希望につながる。こうした地域運営の正のスパイラル

をつくり上げることが重要です。 

 大変困難な課題であり、従来の延長線上ではない取組を、一過性のものと

せずしっかり腰を据えて進めていかなければなりません。総合戦略に基づく

こうした取組があったからこそ本県の人口減少に歯どめがかかったのだと、

20年後30年後に言われるよう結果を出す、そういう強い気持ちを持って全力

で取り組んでいきたいと思います。 

 そして、三重県の人口減少に関する現状と課題です。 

 三重県の総人口は2007年の約187万人をピークに減少に転じており、この

まま推移した場合、国立社会保障・人口問題研究所の推計等によると、2060

年には約120万人に減少する見込みとなっております。 

 本県の近年の人口動向を見ると自然減の状況が続いており、合計特殊出生

率は、人口が均衡する水準の約2.1を大きく下回る1.45となっております。 

 また、社会減の状況が続いており、直近２カ年では毎年約3000人の転出超

過となっていますが、2013年から2014年にかけてはやや改善しています。一

方で、若者、15歳から29歳の人口流出が多くなっております。 

 さらに、県南部地域は北中部の地域に比べて人口の減少が著しく、2060年

には人口が、現在の約32万人から約15万人にまで減少するという推計結果が

出ています。 

 人口減少の課題については、経済面で、国内消費の低迷による内需産業の

縮小や雇用の減少、生産年齢人口の減少に伴う供給制約からの経済の低迷、

地域の担い手不足による耕作放棄地や荒廃森林の拡大、そういった課題があ

ります。社会面で、若者の流出増加と高齢化の進展により都市や集落機能の

低下が進むこと、社会保障に係る県民や行政の負担が増加し、財源不足から

社会資本の維持が困難になることなどが懸念されます。 

 また、本県独自の課題として、人口動向や地域特性に照らし、大きく２点

あると考えています。 
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 １点目は、県内高等学校卒業者数のうち大学進学者数に占める県内大学入

学者数の割合を示す大学収容力指数が全国46位と低位にあります。県内高等

教育機関の魅力向上や充実を図るとともに、県内の大学、学部等の新増設、

再編に向けた検討などを進める必要があります。 

 ２点目として、2060年には人口がほぼ半減すると見込まれる県南部は、地

理的、経済的に不利な条件にある地域が多く、働く場の確保などの面で厳し

い状況にあります。南部地域活性化プログラムや基金の取組の検証を行って

いるところであり、今後、施策の充実を図っていく必要があります。 

 こうした課題を踏まえ、総合戦略の最終案に向けて、引き続きしっかりと

取り組んでまいります。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） ありがとうございました。 

 地方創生にかける知事の思いということで、特に、経済も正のスパイラル

のほうに持っていきたいと、こういうことなり、それとあわせて、県の北部

と南部の現状等もいろいろ詳しくお聞かせいただいて、特に本県の人口減少

の現状というのは、特に若者の流出の多さというのが、ある面では、南部で

は将来人口の半減、こういう面での懸念が大きくあって、そういうことでの

認識の御答弁もいただいたということでございますが、それを踏まえて、こ

れから行う取組によっては人口減少に歯どめがかかる、もしくはかかった

と、こういうところぐらいまでひとつ、早く、そういう対応というのをつな

げていっていただきたいなと。対応しておるというのはあれですけど、やっ

ぱり対応することによって人口減少に歯どめがかかったな、かかり始めたな

という、こんなところになるべく、一回、早く持っていっていただきたいな

と、このように思います。 

 知事のあふれるいろいろな思いもお聞かせいただいて、今後ひとつ、参考

にしていきたいと思いますが、しかしながら、思いだけで結果が出ないとい

うのは知事も御承知の上だと思いますけれども、県としても独自の戦略や具

体的で有効な取組が必要なことは当然であります。 
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 そこで、２点お聞きをしたいと思いますが、人口減少問題への対応は、地

方の現場においては他の地方や地域との生き残りをかけた競争という一面を

持ち合わせています。無論、競争を通じてそれぞれの地方がすぐれた取組を

し、結果として日本全体の地方創生が進むということが一つの理想的な姿で

はありますけれども、そのために、本県においても他の地域に負けないよ

う、しっかりとした分析に基づいて県の特徴を十分に生かした取組を戦略的

に進めていくということも、これもまた重要でございます。そのためには、

総合戦略においても本県ならではの独自性を持って取組を進められていくこ

とが必要ではないかと思いますが、本県の総合戦略を文字どおり戦略的に進

めていく上で、県としての独自性はどこにあるのか、その点をまず一回お聞

きしたいと思います。 

 二つ目に、県はいわゆる自然減対策について、本年４月に先ほどございま

した「希望がかなうみえ 子どもスマイルプラン」を策定し、先んじて取組

を進めようとしておりますが、社会減対策においては今後の検討が必要であ

ると、総合戦略中間案にも示されています。 

 実際、中間案には多くの取組が一定程度網羅的に示されておりますけれど

も、今後それぞれに具体的な目標値を設定されるということもお聞きをして

おりますが、事業を評価しＰＤＣＡを回していくということで、これらは当

然必要なことからしっかりと進めてほしいと思うところでございますが、一

方で、計画に示されている事業や取組が実際にどのような成果をもたらし

て、人口減少という本県の大きな課題の解決につながっていくかというの

は、今後十分評価をしていかなければなりません。 

 そのためにも、単に事業の進捗を評価するということだけではなしに、そ

れぞれの事業が実際にどのように成果につながっていくのか、具体的なイ

メージが成果につなげていく計画段階から描かれていくというのが重要では

ないかなと思います。 

 中でも、自然減対策に比べると検討がやや遅れております社会減対策につ

いては、今後特にしっかり進めていく必要がございます。 
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 総合戦略では、例えば具体的な取組として、総合的な移住の促進といった

ことについても取組を進めることとしていますが、こうした具体的な取組を

進めることで最終的にどのような成果につながっていくかということは、

やっぱり示さなければなりません。時間が限られておりますので余りようけ

は申しませんけれども、そのような成果につなげていこうとする考え方、こ

の辺のところをひとつ、お伺いをいたしたいと思います。 

 以上でございます。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） ２点御質問いただきましたうちの１点目の戦略自体の独

自性というよりは、地域間競争の中での三重県の認識すべき独自性は何かと

いう点について、私のほうから１点、答弁させていただきます。 

 まさに議員御指摘のとおり、人口減少問題への対応は、国全体から見れば

地方の活性化ということでありつつも、地域間競争の一面があるのは事実だ

というふうに考えております。したがいまして、本県の独自性を生かして、

選ばれる三重を目指すことが重要であると考えております。 

 このため、地方創生を推進する上で、本県が有する強みや多様な資源を生

かして取組を進めていくことがとても重要であります。 

 本県は１人当たり製造品出荷額等が全国１位であり、日本経済を牽引する

電子部品・デバイス、輸送用機械産業を基幹産業として抱えるとともに、北

勢地域を中心に高度部材関連企業の高い集積を有するなど、ものづくり県と

しての強みがあります。こうした強みを生かして雇用の場を創出し、人口の

定住促進につなげていく必要があります。 

 また、本県は、伊勢神宮をはじめ、世界遺産の熊野古道、国内有数の集客

数を誇るナガシマリゾート、忍者等の観光資源にも恵まれています。地域の

様々な資源を生かし、それらの魅力や価値を高める中で交流人口を増やし、

定住人口の増加につなげていくことも重要です。 

 さらに、海、山の幸に恵まれ、食に関するブランドや資源を多く有してい

る強みを生かし、その生産、加工、流通、販売等を通じた第１次産業の６次
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産業化を推進することにより新たな雇用を創出していくことも大切です。 

 加えて、本県では多様な地域課題に対し、ＮＰＯや様々な地域づくり団体

が活発な活動を展開しており、支え合い社会に向けた基盤づくりが進んでい

ることも強みだと考えています。 

 このような本県の強みや多様な資源を含めた三重県らしさ、三重県ならで

はといった独自性を追求し、総合戦略を取りまとめていきたいと考えていま

す。 

   〔竹内 望戦略企画部長登壇〕 

○戦略企画部長（竹内 望） 総合戦略の成果のイメージがわかるような計画

にという御質問でございます。 

 総合戦略の中間案では、社会減対策といたしまして、県外からの転入超過

数を目標に掲げますとともに、八つの基本的な取組方向をお示しいたしまし

て、それぞれの取組方向ごとに目指す姿、あるいは取組内容等を記載いたし

ております。例えば、議員からも御指摘がありましたように、基本的な取組

方向の一つとして総合的な移住の促進、これにおきましては、移住を検討す

る皆さんがライフスタイルに応じたきめ細かなワンストップの相談体制を活

用することで三重県への移住が促進されている状況、これを目指す姿といた

しまして、首都圏における移住相談体制の確立、活用、あるいは、Ｕ・Ｉ

ターンの促進、空き家のリノベーション支援などに取り組むことといたして

おります。 

 今後、最終案に向けまして、よりわかりやすく基本的な取組方向ごとに目

指す姿をお示しできるよう引き続き検討するとともに、重要業績評価指標、

ＫＰＩと呼んでおりますけれども、これの数値目標の設定などを通しまし

て、具体的な成果のイメージが県民の皆様と共有できるように引き続き取り

組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） ありがとうございました。 
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 特に知事のほうから、三重県の強みや、それから資源を生かして雇用の場

をつくって人口減少対策をやっていきたいと、こういうことでございまし

て、まさしくそんなところが未来の三重県の強みにつながっていくんじゃな

いかなと思っていますので、引き続き、まだまだこれから議会のほうとして

も意見交換をする場がございますので、ひとつ意見交換も含めて具申をして

いきたいと思います。 

 それから、取組のイメージにつきましては、今答弁いただいたわけでござ

いますけれども、まだまだちょっとイメージ的にわかない、イメージがイ

メージ的にわかないわけでございますけれども、ひとつ県民の皆さん方に、

イメージというのは、県民の皆さん方とか、いろいろな皆さん方に、県の地

方創生の取組や総合戦略を理解していただくためにも、一つのわかりやすい

アプローチとして、最終的なイメージはこういう感じになるんだということ

をある程度示していくというのが、ある面ではこれからの戦略的な方向性の

大きな柱になっていくんじゃないかなと、こう思いますので少し提言させて

いただきましたけれども、これからもやっぱり議論を重ねていきながら、こ

の辺のところをもう少し改善していかなければならないなと、このように

思っております。 

 以上、ちょっと時間がなくなってきましたので、続いて地方創生と農業の

取組のところに移らせていただきたいと思いますが、昨年に政府は地方の活

性化を目的としてまち・ひと・しごと創生本部を設置して、各地域がそれぞ

れの特徴を生かした自律的で持続的な社会を創生することを目的に取組が進

められています。本県も今年３月に、県内有識者の皆さん方を委員として三

重県地方創生会議を、総合的な見地から意見を聴取するために立ち上げられ

ました。 

 また、政府は６月をめどに地方創生の基本方針を策定する予定で、石破大

臣は時事通信のインタビュー記事で、地方創生とは東京の一極集中をなくす

こと、そして、ローカル経済をつくり出し、地方の自立を図らなければなら

ない、地方には１次産業があるが、残念ながら農林水産業の力が現在落ちて
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しまった。ただ、農業が土と光と水と温度の産業であるならば、日本は農業

をするには最適な場所だ。農業が地方創生の起爆剤になるんだとして、地方

創生は国民運動と述べられておりますが、そこで、本県の地方創生の取組の

うち、農業などの１次産業の取組についてお伺いをいたしたいと思います。 

   〔仲繁樹農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（仲繁樹） 地方創生を進めるに当たって、農林水産業の進

め方について御答弁申し上げます。 

 農林水産業は、消費者の皆さんに新鮮で安全・安心な農林水産物を供給す

るだけでなく、その営みを通じて県土の保全や水源涵養機能の維持向上に貢

献しています。また、各地域で就業や雇用の場を提供する、地域経済を担う

大切な産業です。 

 地方創生を進める上で、農林水産業の振興に当たっては、働くという視点

から仕事の創出や人材の育成を、また、暮らすという視点から移住、定住の

促進や地域の魅力向上に取り組むこととしています。 

 具体的には、本県の強みであります食関連産業においては、みえフードイ

ノベーションの取組を加速する食のバリューチェーンを構築し、食に期待さ

れます価値、食味ですとか機能性、安全性、これらを高め、県産農林水産物

の新たな需要を創出し、雇用の拡大につなげてまいりたいと考えています。 

 また、三重の農林水産業が持つ高いポテンシャルを生かし、経営規模の拡

大や６次産業化を進めるとともに、農林水産業における多様な担い手を確保

するため、新規ビジネスを創出する人材の育成や企業の参入を促進してまい

ります。 

 一方、三重の農林水産業への就業や農山漁村への移住や定住を促進する、

このために、東京に開設をいたしましたええとこやんか三重移住相談セン

ター、三重テラスなどをフルに活用しまして、必要な情報ですとか、農林水

産業、あるいは田舎暮らしの魅力をしっかり発信してまいりたいと考えてい

ます。 

 また、本県が誇る山、川、海などの豊かな自然を生かした体験活動の充実
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を図り、地域の魅力を高めることで県内外から人を呼び込み、交流人口の拡

大につなげていきたいと考えています。 

 地方創生に向け、こうした施策を総合的に推進することで、三重県で農林

水産業がやりたい、あるいは三重の農山漁村で暮らしたいなど、県内外の多

くの皆さんに思っていただき、その希望をかなえていただけるよう、引き続

き市町や関係団体、企業などと連携し、一体的に進めてまいりたいと考えて

います。 

 以上でございます。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） ありがとうございました。いろいろお話をいただきまし

たが、地方創生にとって１次産業というのは重要だということは認識をさせ

ていただきました。 

 しかしながら、先ほど、先般、第２回目でございますけれども、三重県地

方創生会議が開催されましたが、メンバーは18人ですか。行政団体とか、大

学の教授とか、それから経営者団体とか、いろいろ18人の三重県地方創生会

議委員の構成メンバーでありますけれども、その中に農業団体もしくは農業

者の代表というのは誰もいないわけですわ。今いろいろお聞かせをいただい

たんですけれども、そういう面からするとちょっと、やっぱりそのメン

バー、中身を充実させる意味でも代表を加えるべきではないかなと、こう思

いますけれども、何か御意見がございましたらお願いします。 

○戦略企画部長（竹内 望） 御指摘いただきましたように、設置をいたしま

した三重県地方創生会議の中でいろんな団体の方に入っていただいておるん

ですけれども、今回、18名の中には１次産業の代表の方は入っておりませ

ん。 

 それで、今後、三重県地方創生会議では引き続き御議論をいただくという

ことで、その中に１次産業の方に入っていただくか、あるいは、これまでに

できました中間案であるとか、それについて個別で御意見もお聞きしながら

１次産業に関する議論、論点を深めて施策の充実を図っていくのか、それに
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ついて現在検討しております。速やかに対応させていただきたいというふう

に思います。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） 部長の答弁、ありがとうございましたが、もうここまで

来ていろいろ具体的にこれからやっていかなきゃならんですから、やっぱり

早急にメンバーを入れていただくというのが、ある意味では一番ベターな方

法じゃないかなと思いますので、そんなことを要望させていただいて次の項

目に移りたいと思いますが、関連して２点だけ、１次産業の取組に関連して

お伺いしたいと思いますけど、まず１点目は農地転用の問題でございますけ

れども、これは、農地には水源涵養や環境保全などの多面的機能があり、重

要な資源であると考えますけれども、農地の総量確保について県としてどの

ように取り組んでいかれるのか。特に、政府は地方にこの権限を、ある面で

は農地転用の指定を移していくということでございますので、この辺のとこ

ろを１点お伺いさせていただくということと、もう１点は、農地中間管理機

構、いわゆる農地集積バンクの問題でございますけれども、これにつきまし

ても初年度実施をしてなかなか効果が上がっていないということでございま

すけれども、今年度はどのように取り組まれていくのか。２点、お伺いした

いと思っております。 

○農林水産部長（仲繁樹） 農地の確保については非常に大事な課題という

ことで考えておりまして、今、議員御指摘のように、権限の移譲について

は、県、国が指定する市町に、４ヘクタール以上については国に相談すると

いう項目はあるにしろ、全てが任されるという運びになっています。 

 そういう中で、農地の総量確保につきましては、まず、農用地区域から除

外をするということについては、法令の基準に従って適正な運用を徹底す

る。また、農地中間管理事業の活用や日本型直接支払制度の実施によって、

いわゆる耕作放棄の防止とか、耕作放棄地からまた農地へ切りかえるという

ような積極的な施策を進めていきたいと考えています。 

 また、県内19市町には、２ヘクタール以下の農地転用許可事務については
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実際、県ではもう既に権限を移譲しております。国が進めております権限移

譲は農地転用基準の緩和ではございませんでして、国からの指定後も基準に

のっとってしっかり対応していく必要がございます。そういう中で無秩序な

転用につながるものではないというふうに思っておりまして、市町に対して

しっかり、マニュアルですとか、いろんな形で相談窓口を設置しながらサ

ポートをしていきたいというふうに考えております。 

 もう１点、農地中間管理機構における実績が非常に低かった、そして、今

年はどう対応していくかという御質問なんですが、議員御指摘のように、平

成26年度は、６市町からで78.8ヘクタールという実績にとどまりました。こ

れは、やはり地域での話し合いが不十分であったこと、あるいは制度が十分

理解されなかったということに鑑みまして、今年度はそういったことを受け

まして、しっかり集落に入って説明をしていく、あるいは、県の地域事務所

においてサポートのチームをつくりました。また、この事業の平成27年度を

最終年度として、協力金が地域に中間管理事業を使うといただけるんです

が、その最高額の年度が今年度限りというような背景もありまして、平成27

年３月末現在20市町から約1000ヘクタールの要望が上がってございます。こ

れをしっかり実績につないでいくため、市町、あるいはＪＡと連携しながら

取り組んで、しっかり地域に入って話し合いをしながら成果を上げてまいり

たいと考えています。 

 以上でございます。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） ありがとうございました。特に農地の転用の問題につい

ては、先ほどお話しされましたように、基準に沿ってやっぱり運用していく

ということでございますので、権限移譲をされてもきちっとそういうような

形の中で指導をしていただくような形でやっていただきたいなと思っていま

す。 

 それと、あと、農地中間管理機構の事業の状況でございますけれども、初

年度は大変低かったということでございますが、いろいろお聞きすると今年
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度は大分各市町から応募がよくあるということでちょっと安心をしておるわ

けでございますけれども、特に最終年度、平成27年度ということでございま

すので、十分ひとつ、その辺のところは先を見きわめてやっていただきたい

なと思っております。 

 以上でございますが、あとちょっと、時間の関係がございますので、人づ

くり政策についてお伺いをいたしたいと思います。 

 知事は今期の政策の１丁目１番地を教育、人づくりと常々言っておられま

すけれども、人づくりという表現は、ともすればやや抽象的であり、幅が広

く懐の深い分野であると、このように私も思います。 

 教育、人づくりについて知事は、自身の政策集である「みえ『開花』宣

言。」の中で、いわゆる学校教育の充実を掲げる一方で、幼児教育の充実や

三重県の特色を生かした専門教育の充実、ものづくり人材の確保や産業政

策、農業政策に合致した担い手の育成など、先ほどもお話がございましたよ

うに多種多様な観点からいろんな取組を進めようとされておるわけでござい

ますが、こうした一つ一つの取組というのは大変すばらしいことだと思いま

すけれども、若者の県内定着を促進する地方創生の観点からしても、まさに

今後進めていく必要があると、このように考えています。 

 県では今年度、人づくり政策を進めることをされていますが、この人づく

り政策とはどのような成果を目指して、何をどのように進めようとされてお

るのか、その名称を聞いただけでは少し理解しづらいわけでございますの

で、県がこの新しい人づくり政策によりどのような成果を目指して何を進め

ようとしているのか、その基本的な考え方をお伺いしたいと存じます。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 人づくり政策についてです。 

 まず、範囲ですけれども、産業、医療、福祉、教育などあらゆる分野での

力の源泉は人であり、本県が進める人づくり政策は、教育というものより一

回り幅の広い概念として整理しています。 

 具体的には、就学前教育から学校教育、社会教育に至る、人の生涯を貫く
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教育施策がまず大きな柱、これに加えて、産業人材の育成など、いわゆる担

い手づくりの施策、それから、子どもの貧困対策、子育て支援など、人づく

りに係る環境整備とか改善の施策、こういうものも含めて捉えるというのが

人づくり政策の範囲と考えています。 

 目指す点なんですけれども、大きく言えば、まずは一人ひとりの可能性を

開花させて未来への希望を育む、この一人ひとり、個人に着目した点。それ

から、人口が減少していきますから、１人でも多くの人が希望を持って主体

的に社会や地域にかかわる人を、そういうのを増やしていくということです

ね。これ、ある学者の方が希望活動人口などとおっしゃいますが、つまり、

人口は減っていくけれども、例えばある集落で人口は減っていくけれども、

その分、今までより希望を持って頑張る人が、活動する人がどんどん増えて

いけば、その地域の活性化は保たれるのではないかというようなことをおっ

しゃったりもしています。そういうような希望を持って活動する人の数を増

やしていく。そういうようなことで地域社会に活力と発展をもたらすという

ことを目指して人づくり政策を進めます。 

 当面は、まず、政策集に掲げました教育の部分、あるいは学びの選択肢の

拡大、いずれにしても、先ほど、いろんな分野に人づくりがありますので、

全体最適の確保をしていくということもひとつ、目指しているところでござ

いますので、そういう観点にも留意して進めていきたいと思います。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） どうもありがとうございました。 

 一人ひとりが開花をしていくというような方向づけなり、希望をかなえる

ために人づくりの重要性というのをある面で述べられたと、このように思う

わけでございますけれども、言葉自体がまだまだ私たちも理解しきれていな

いわけでございますので、こういう面からすると、知事が新しいこういう

テーマを一つ提言されて、これからそういうところでいろいろ論議をされて

いくという、第一歩を踏み込まれたと、こういうことについては大変評価を

したいなと、このように思いますので、今後とも、今、知事が申されたとこ
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ろの成果がどのようにつながっていくのかと、こんなところをひとつ、注目

をしていきたいと思っております。 

 あと、もう１点だけ、教育改革についてお伺いしたいと思いますけれど

も、特に政策集では、本年４月から総合教育会議を設置して、より一層当事

者意識を持って主体的に教育行政にかかわっていただきたいと、こういうこ

と。それと、教育行政については、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の一部を改正する法律がこの４月１日から施行されました。この法改正は

知事の教育へのかかわりを強くすると言われておりまして、今後、様々な教

育過程に知事が自ら積極的に関与する機会が増えるんじゃないかなと、この

ように思うわけでございます。 

 そこで知事にお伺いしますけれども、言うまでもなく、子どもたちは三重

の未来を担う大切な宝であります。まず、現在、国や本県で進めている教育

改革、その方向性と内容について確認をするとともに、それを踏まえ、知事

が新たに２期目を迎えようとするに当たって、三重の子どもたちの教育につ

いてどのような決意を持って取り組まれようとしておるのか、お伺いをいた

したいと存じます。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 教育の方向性、取組、そして決意ということでございま

す。 

 まず、今後４年間の取組を進めるに当たっては、基本的な方向性を定める

教育施策大綱、それから、それを計画的に進めるための教育ビジョン、これ

を今年度つくりますが、その検討は既にスタートさせていただいています。

主な中身は、大きく分けますと、一つは我が県の現状に課題が見られて県民

の皆さんの関心が高い学力とか体力とか、もう一つは、子どもたちの心の基

盤づくりに資する幼児教育とか道徳教育とか人権教育、あと、全ての子ども

が安心して学べる環境づくりに資するということで特別支援教育やいじめや

子どもの貧困対策、あと、学ぶ場の魅力向上ということで学びの選択肢の拡

大や高等教育の魅力向上、時代変化に合わせた教育の充実ということでグ
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ローバル教育やキャリア教育、これら五つの全てのベースとなる教員の資質

向上、こういうことにも取り組んでいきたいと思います。 

 いずれにしましても、教育の充実を図る目的は、とにもかくにも子どもた

ちのためだということです。子どもたち一人ひとりの個性や能力を伸ばして

未来を切り開いていく力を養ってほしいということです。取組を進めるに当

たっては、学校現場の自主性や主体性、地域の実情を踏まえるということも

加えて、学校のみならず、家庭、地域もしっかり当事者意識を持っていただ

いて全ての大人がコミットメントすること、つまり県民力の結集が重要だと

考えています。 

 政治の大きな役割は、そこに住む人々の希望をつくることだと思います。

であるならば教育は、子どもたち自体が地域にとって希望そのものであるだ

けでなく、子どもたち自身の希望をつくるという意味でも最重要政策分野だ

と考えます。政治的中立性には当然配慮しつつも、政治家としてそこに手を

つけないことはあり得ないという思いです。様々な関係者の方々がおみえで

すが、大目的はとにもかくにも子どもたちのためということで一致している

はずであり、仮に方法論で様々な議論が出たとしても、最後はみんなで乗り

越え、絶対に前進できると私は信じています。子どもたちのために私たち三

重県の大人が一致団結するのは今しかありません。 

 以上です。 

   〔49番 山本 勝議員登壇〕 

○49番（山本 勝） ありがとうございました。 

 子どもたちの希望に向かって、子どもを中心にして、子どものためにひと

つ教育をやっていくという面では、教育の認識では、個性を伸ばすことの大

切さ、それから、学校のみならず、家庭、地域の役割の重要性を踏まえて、

県としても学力・体力向上に向けた取組とともに、国との連携によって一層

推進をしていきたいと、こんなことも答えていただいたと、このように理解

をさせていただいております。今後の取組に期待をするわけでございますけ

れども、先般は福井県のほうに知事も視察をされまして、特に、直接先進地
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の現場を視察されて、皆さん方が施設を見に行くけれども知事は教育の現場

のところに行くということで現場に向かわれて、本当に視察をされたわけで

ございますが、その中でも、特に知事の談話の中では、教育長や校長、それ

から教科担当など、横のつながりが相当だった、事業改善につながるとか、

何か少しヒントをいただいてお帰りになったんじゃないかなと、このように

思うわけでございますけれども、ますます知事の、スピード感あふれる、こ

んな感性を生かしていただいて、三重の教育を今よりももっともっと、ひと

つ進めていただくように心から御期待をさせていただいて、あと、４点目の

防災、減災の問題につきましては少しダブっておりますので割愛をさせてい

ただいて、これで質問を閉じさせていただきたいと思います。どうもありが

とうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 以上で、各会派の代表による県政に対する質問を終了い

たします。 

 

休          憩 

○議長（中村進一） 暫時休憩いたします。 

午後０時26分休憩 

                                    

午後１時30分開議 

 

開          議 

○副議長（中森博文） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          疑 

○副議長（中森博文） 日程第２、議案第98号から議案第121号まで並びに諮

問第１号を一括議題とし、これに関する質疑を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。28番 稲垣昭義議員。 

   〔28番 稲垣昭義議員登壇・拍手〕 



－134－ 

○28番（稲垣昭義） 新政みえ、四日市市選出の稲垣昭義です。 

 改選後の議案質疑のトップバッターという光栄な機会をいただきまして、

議長に感謝申し上げたいというふうに思っております。 

 それでは、早速、限られた時間ですので、議案第98号に関する質疑をさせ

ていただきたいというふうに思います。 

 地域創生人材育成事業についてお伺いをいたします。 

 この事業は、平成27年度、本県を含む９道府県が採択をされ、今後３年間、

年間３億円を上限に人材育成プログラムの開発を行うものであります。 

 かつて不況による失業率が高まった時期に、国の政策のもと、本県として

は何次にもわたる緊急雇用対策を実施し、多くの予算を投入してまいりまし

た。 

 今回の人材育成事業は、全国的な雇用情勢の改善や労働需要の高まりなど

に伴い、一層の人手不足が懸念される中、それぞれの地域の特性を踏まえた

人材確保・育成を行うものであり、そのころと比べると時代の変化を感じま

す。 

 私は、この地域創生人材育成事業のポイントは県独自の人材育成プログラ

ムの開発であり、この３年間で独自のノウハウを身につけ、それ以降も活用

できる人材育成プログラムをつくることであると考えます。 

 この事業は、３年で終わるのではなく、３年後に花開く事業にすべきと考

えますが、まず御所見をお聞かせください。 

○雇用経済部長（廣田恵子） 地域創生人材育成事業についての御質問でござ

います。 

 地域創生人材育成事業は、これまで地域を支えてきた産業における労働力

不足の解消、今後の成長に呼応して労働力不足が懸念される成長産業を支え

る人材の確保、潜在的な求職者の掘り起こしと県内就労人口の確保を３本柱

に、建設業や農林水産業、航空宇宙産業や食・観光産業などの分野におい

て、国からの委託事業として取り組むものです。 

 新たに独自の訓練プログラムを開発したり、知識、技術の習得を目的とし
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た実地訓練を実施したりするなど、各分野のニーズに応じて創意工夫し取り

組んでまいります。 

 これらの事業効果を図る指標としては、各分野の事業を合わせて、３年間

で延べ3306人に職業訓練を実施し、中核人材を596人育成し、350人の雇用を

創出することを目標としています。 

 この事業の実施に当たりましては、毎年成果の検証を行っていきます。検

証を行った結果、成果が認められ継続した取組が必要と判断したものについ

ては、国に制度の継続、創設を提言していくなど、３年経過後も事業効果を

継承していけるよう努めてまいりたいと思います。 

   〔28番 稲垣昭義議員登壇〕 

○28番（稲垣昭義） ありがとうございます。 

 今御説明をいただきまして、３年間いろいろやった中で、596人の中核人

材と350人の雇用、それから3306人の職業訓練というお話がありました。 

 そのことは数字としては目標として置いておられるんだなというのはわか

りましたが、その中で、つくった人材育成プログラムを国のほうにも提案し

ていくというお話もありましたので、これ、スタートですから、これから、

特に今年度スタートして３年間ありますから、先ほど申し上げたように、企

業とかいろんなところにも当然やっていただくんですけれども、そのノウハ

ウをしっかり県のほうで持って、そのことを、３年過ぎた後も、そういった

人材を育てるというプログラムとして、三重県独自のものとして使えるよう

に、そして、また、国から継続して予算をとってこなければいけないものに

ついてはとっていただけるような取組をしていただけると今確認をさせてい

ただきましたので、ぜひ期待をしたいと思います。 

 その全体の確認をさせてもらった上で、今回補正予算では地域創生人材育

成事業というのが約２億6200万円ということで上がっておりまして、この中

で、そのうち航空宇宙産業地域創生人材育成事業費として約１億2000万円が

計上されています。 

 私はこの４月の県議会議員選挙のときに、本県で、私の選挙区内ですけど、
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たくさんのいろんな三重県の夢を語ったり、演説会等々で話をした中で非常

に大きく感じたのが、航空宇宙産業というものに対する県民の期待というの

は非常に大きいなということを感じていまして、やっぱりこれからの三重県

の産業政策の柱として非常に大きな、そこには夢があり、期待があるなとい

うことを実感させていただきました。 

 昨年の12月の議会のときにもこの本会議場で知事と航空宇宙産業の取組に

ついて議論をさせていただきましたが、昨年の最終補正予算で、新規事業と

して航空宇宙産業海外連携事業で約5000万円、それから航空宇宙産業振興事

業で約1500万円が計上されて、全て今年度に繰り越されております。 

 これらの繰り越された事業との兼ね合いも含めて、今回計上いただいた１

億2000万円で行う人材育成プログラムがどのようなものなのか、まずお示し

をください。 

○雇用経済部長（廣田恵子） 今年度の取組についてでございます。２月補正

と、それから当初、それから今年度の事業の違いも含めてということでござ

います。 

 県は、今年３月に策定したみえ航空宇宙産業振興ビジョンに基づいて人材

育成を推進することとしています。 

 高度な安全性が求められる航空宇宙産業は、難易度の高い加工や厳格な品

質管理等、他産業にはない特有の技術が求められておりまして、人材育成に

おいて既存の公的職業訓練等の枠組みでは対応できない課題があります。 

 平成26年度２月補正、それから27年度当初予算におきましては、航空宇宙

産業への新規参入や事業拡大を目指す企業の技術者等に対して、検査技術や

一貫生産に係る専門講座や、航空機産業特有の認証制度であるＪＩＳＱ9100

などの理解を深めるための取組を実施しています。海外の大学や専門機関と

連携した人材育成にも予算を計上したところでございます。 

 今回の６月補正予算でございますが、新たに航空宇宙産業へ就職を目指す

方に対して、実際の航空機の製造現場で求められる加工技術と品質管理など

の専門的な知識の学習を組み合わせた実践的な活動を行うことで、即戦力と



－137－ 

して通用する人材育成を行います。 

 このように、企業の技術者等の育成と新たな担い手の育成に取り組むこと

で、航空宇宙産業における人材の充実を図っていきたいと考えています。 

 以上でございます。 

   〔28番 稲垣昭義議員登壇〕 

○28番（稲垣昭義） 今の御説明で、１億2000万円の人材育成プログラム、ど

んなものかという中で、新たに就職を目指す方への支援とか即戦力をという

言葉はよくわかったんですが、具体的にどういうプログラムなんですかとい

うことをまずお聞きしたいんですが、その中身を。 

○雇用経済部長（廣田恵子） 具体的な中身につきましては、いろいろ技術を

持った大学でありますとか、あるいは岐阜にも専門学校がありますので、そ

こで、一般的な講座というのは２月補正で、こちらに呼んできて講義をした

り、あるいは受講の費用を出したりしているんですけれども、さらに専門的

な、本当にこの技術をこうしたらいいとか、そういう非常に細かいところの

分、高度な人材を、高度な専門技術を今回はこの予算を使いましてやってい

こうというふうに考えております。 

   〔28番 稲垣昭義議員登壇〕 

○28番（稲垣昭義） そうすると、そのことは、基本的に県がやるのか、ある

いは県内の航空宇宙産業にこれから携わろうとしている企業がやっていくの

か、あるいは、これまでの予算との兼ね合いでいうと、たしか３月の議論の

ときには、ボーイング社の方から来ていただいたり、あるいはそちらへ行っ

て研修をするとか、とにかく専門的な技術を習得するためには、やはりまだ

そのノウハウがないわけですから、そこからいくんですよという話だったん

ですが、この１億2000万円というのはそれにも使えるのか、そのあたりをも

う少し詳しく教えていただけますか。 

○雇用経済部長（廣田恵子） ２月補正と当初予算につきましては、稲垣議員

のおっしゃるように、ボーイング社から来ていただいたりとか、そういうの

をするのですが、今回につきましては、企業への委託みたいな形で、それぞ
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れの航空宇宙産業に携わる企業の人材を育成しようということで、企業が主

体になります。 

   〔28番 稲垣昭義議員登壇〕 

○28番（稲垣昭義） 最後確認ですけど、その企業というのは、航空宇宙産

業、例えば今回松阪でもスタートしますし、いろんな企業が関係してやって

いただきますが、今回三重県が取り組む補正予算でやるこの事業というのは

県内企業に限られているということだと思うんですが、そのあたりの最終確

認もさせてください。 

○雇用経済部長（廣田恵子） まだ予算が認められていない段階ですので企業

発注とかはしておりませんが、今のところは県内の企業というふうに考えて

おります。ただ、ＭＲＪとか、拠点として来ていただいたり、あるいは協定

も締結してきていますので、そこで三重県の技術者を雇用していただいて人

材を育成するというようなことであれば、それも対象の範囲に入ってくると

いうふうに考えております。 

   〔28番 稲垣昭義議員登壇〕 

○28番（稲垣昭義） よくわかりました。 

 県内企業と、とにかく三重県のということを捉えていただいておるという

ことで、いいプログラムにしていただきたいなというふうに期待をしたいと

思います。 

 最後、知事にお伺いしますけど、３日の知事提案説明の中で、７月の欧州

訪問のときに、航空宇宙産業の振興を図るため、航空機や健康、医療等の産

業に強みを持ち、高等教育機関が集積しているフランスのヴァルドワーズ県

を訪問し、産業交流に向けた連携を進めると言われました。 

 これまで本県は、アメリカのワシントン州やテキサス州サンアントニオ

市、インドのカルナタカ州などとの間で航空宇宙産業を重点分野とする産業

連携に係る覚書や基本合意書を締結しており、恐らくヴァルドワーズ県とも

同様の覚書を結ばれるのかなと思いますが、知事の思いと目指すところをお

答えいただけますでしょうか。 
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○知事（鈴木英敬） この100年ぐらいの、例えば四日市、北勢地域の産業の

移り変わりを考えれば、羊毛、繊維、それから石油化学、自動車や電気・電

子、そういう形で時代に合わせて、雇用を生む、経済を発展させる産業を柱

としていくというのは大事なことだと思っていまして、それは、当然そうし

ていくための大事な要素は需要が増えるということで、航空機というのはま

さに、先ほど稲垣議員もおっしゃっていただいたように需要があって産業の

柱になり得るものだというふうに思っていますので、力を入れて取り組んで

いこうというふうに思っています。 

 それを、今、ＭＲＪとかワシントンと、いろいろ点になっているやつを線

にして面にしていく一番重要な要素の一つが人材だと思っていますし、企業

が参入することだと思っていますので、そういう観点で、点、線、面という

ふうにしていきたいと思います。 

 海外については、アメリカ、ワシントン州シアトルがボーイング、今回行

くヴァルドワーズ県はシャルル・ドゴール空港の近くでエアバスを中心とし

ているところです。カルナタカ州とサンアントニオは軍需系の飛行機と、あ

と、その中の装備品とかを中心としたところなので、それぞれの役割分担し

ている中で強みのところとネットワークを組んでいこう、そんな思いでやら

せていただいております。 

   〔28番 稲垣昭義議員登壇〕 

○28番（稲垣昭義） そうすると、ヴァルドワーズ県はエアバスのという話で

ございましたけれども、今後三重県が取り組んでいく方向としてはどちらか

というと、構造体とかの部分よりも、やっぱり装備品と今言われる部分に力

を入れてという方向性だったと思うんですが、それでいうと、先ほどの軍需

産業が装備品だという話でしたが、そっちのほうが中心になっていく形です

か。 

○知事（鈴木英敬） ちょっと説明が足りませんでしたけれども、まさに稲垣議

員がおっしゃっていただいているような装備品、あるいは修理とかのＭＲＯ、

これを中心としてやっていくというのがみえ航空宇宙産業振興ビジョンに書
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いてあって、ヴァルドワーズ県はまさに、シャルル・ドゴール空港がありま

すので、エアバスに納入する企業もあれば、メンテナンスとか装備品をやっ

ている企業も集積していますので、そういう意味ではそっちも、エアバス系

列のＭＲＯとか装備品のところを中心にやっていくと、そういう意味でござ

います。 

   〔28番 稲垣昭義議員登壇〕 

○28番（稲垣昭義） 時間もなくなってきましたので、私もヴァルドワーズ県

というのを知らなくて、いろいろインターネットで調べてみると、先ほど言

われたシャルル・ドゴール空港の近くだということで、三重大学と連携して

もう既に取り組みをしていただいたりだとか、名古屋ともつながりがあった

りとか、既にいろんなかかわりがある中で、今回ぱっと行くんじゃなくて、

いろいろな仕掛けがある中でやっていただくんだなというのを改めて、調べ

た中では期待もさせていただいております。 

 そういう意味では、今回、航空宇宙産業という結構大きな、これも壮大な

産業政策になってくるんだろうと思いますので、まずそのスタートが補正予

算として計上されたことでさらに進んでいくことも期待したいと思います

し、やっぱり今回、先ほど代表質問の議論でもありましたように、サミット

に対する期待も非常に大きいなと私も感じて４月の選挙をやらせていただき

ましたが、それと同様ぐらいにこの航空宇宙産業に対する期待も大きいなと

いうふうに感じましたので、ぜひこれから御期待を申し上げたいと思いま

す。 

 以上で終わります。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中森博文） 18番 野口 正議員。 

   〔18番 野口 正議員登壇・拍手〕 

○18番（野口 正） 自民党の野口正でございます。新人でございますので勝

手がわからないところが多々ございます。どうか御理解をいただきますよう

お願い申し上げて質疑に入らせていただきます。 

 さて、議案第98号、「確かな学力」を育む総合支援事業費に関する予算
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800万円について質疑をさせていただきます。 

 知事は先ほども、学力と体力については危機感を持って対応されていると

いうことを言われました。そして、４年前の政策集でも学力をトップレベル

に近づけるんだということを言われました。 

 残念ながら今回、中学生では全国で47都道府県のうち37位、小学校に至っ

ては47番中47位という、ワーストワンという、すばらしいというか、情けな

いというか、何というかというような結果になりました。 

 三重県は小・中学校学力テストが、先ほど言いましたが、全国でも最も低

い値を出しています。そのために、今回の補正でその原因を民間組織等に検

証していただくために出されましたが、ここでお聞きしたいんですが、業者

の選定とはどのように考えてみえるのか、これは広域な入札なのか、それと

も特定された入札なのかをまずお聞きします。 

 そして、もう一つ、これらのことに関しまして、この結果に関しまして、

教育委員会として今まで、全国で学力が低下したということの結果の検証は

なされているのか。 

 この二つのことをまずお聞きしたいと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

○教育長（山口千代己） 全国学力・学習状況調査の結果につきましては、平

成26年８月、国から公表された結果を受け、本県独自に分析を行いまして、

11月に詳細版として公表いたしました。 

 その分析の中で、無解答率が高いことから、粘り強く最後まで問題に取り

組む力の育成、授業の進め方では、目標の提示や振り返る活動などが不十分

であること、テレビゲームなどをする時間が長い反面、復習に取り組む時間

が短いなど、主体的な学習習慣に課題があることなどと分析をいたしまし

た。 

 しかしながら、これらにつきましては、基本的に本県と全国平均との比較

を中心に限られた人員で検討と分析を進めてきたところです。 

 そこで、今回、全国的で豊富な知見、専門的な統計知識、教材開発のノウ
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ハウなどを有する民間機関に委託することといたしました。 

 その選定に当たっては、全国的な視野に立った深堀りの課題分析や改善方

策を提示できる業者を想定しており、地域を限定することなく広く募ること

としております。 

 また、業者の持つ分析能力や全国の情報収集能力などが重要な要素となる

ことから、価格のみで競う入札方法ではなく、企画提案コンペ方式により業

者を決定することとしております。 

 県教育委員会といたしましては、これまでの取組が十分でなかったこと、

また、学校現場の心を動かすまでに至っていないことについて、深く反省を

しております。 

 今回の分析も含め、学校訪問や研修会の機会等を通じて、これまで以上に

より丁寧で効果的な支援を行うとともに、みえの学力向上県民運動を通し

て、学校、家庭、地域が心を一つにして三重の子どもたちの学力の向上につ

なげてまいりたいと思います。 

 以上です。 

   〔18番 野口 正議員登壇〕 

○18番（野口 正） ありがとうございます。 

 テレビを見ている、ゲーム等が多いという話をされました。無解答も多

い、そしてコンペ方式であるということで、御存じだと思いますが、三重県

は塾等の学習にかける費用というのは、かなり高いんですよね。よそに比べ

てもかなり高い。私は、これは学校不信があるのかなという危惧をしており

ます。学校が信用できないからちょっと塾へ行かないかん、そんな思いもし

ておるんです、これは別として。 

 そういう中で検証をされているということですので、僕、検証を聞いてお

ると、はっきり言って内容がよくわかりません。本当に分析されておるの

か。教育委員会の指導と現場の中にちょっと乖離している状態があるのじゃ

ないかと、私はそういう危惧をしております。 

 ですから、幾ら分析をして予算を立ててやっていただいても、教育委員会
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の指導が学校の現場のほうに行っていない、もしそういうようなことがあれ

ば、この予算、余り意味がなくなるんですよね。私ども、そういうことをか

なり聞いております。 

 私も市議会議員をさせていただいて、特に、私ども、残念なことに、松阪

市は三重県の中でもまた一番低い成績でございましたので、情けない。すば

らしいなんていうことは言いません。情けないですよ。皮肉なんか言ってい

る状態じゃなかったです。そんな中で見ていると、この分析だけでいいのか

なと、業者さんに頼むだけでいいのかなという思いがします。 

 もう一度聞きたいんですけど、分析をされているのでしたら対応等はとっ

ておるはずなんですよね。そこら辺の考えというのは、どういう考えでやっ

ておられたか、ちょっとお聞きします。 

○教育長（山口千代己） 昨年11月に分析をいたしましたが、その分析に基づ

きまして小・中学校への学校訪問を行い、授業改善について現場へ入り、指

導主事が授業実践をしながら、あるいは意見交換をしながら、よりよい、わ

かりやすい授業について検討する、あるいは、県庁内に学力向上緊急対策

チームをつくりまして、課横断的な組織でそれぞれの市町に何が足りないの

かということについて意見交換をしながら、市町あるいは小・中学校に合っ

た改善方策を提示しながら進めてきているところでございます。 

 以上でございます。 

   〔18番 野口 正議員登壇〕 

○18番（野口 正） 学校へ行かれていますと。当然学校へ行かれている。指

導もしている。私らもよく学校へ行かせていただきました。学校の現状を見

ておると根本的に、こんな予算をどうのこうのやっておるよりも先に、もっ

と考えていただかなきゃならないのと違うかなということがいっぱいありま

した。 

 これは、大分改善はされています。私が10年ぐらい前に議員をしていて、

市議会議員のときに行かせていただいたときに、子どもたちの学級崩壊、こ

れはひどかったですわ。先生が２人、前に１人、後ろに１人、一生懸命教え
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られている。ところが、子どもたち、うろうろ立たれて、もう何ともならな

いような状況でした。こんな中で勉強できるのかなと。そして、その後、保

護者の方から、私がちょうど議長をしておったときにも言われました。野口

さん、申しわけないです、もう学校へ行かさんと家で勉強させてくれないか

と、そんな状況でございました。 

 余り関係ないことになっていくと問題なのかわかりませんけど、そんな中

で、当然のことやけどこういう分析もされた上で今回このように出されてお

ると思うんです。そういう分析をされた資料とか、そういうのをこういう業

者さんに出されているんですか。この業者、コンペをやるわけですけど、あ

る程度の情報というのは流さなきゃいけないはずなんですよね。その情報と

いうのは、間違いなく各学校の現状はこんなのですよということを出されて

いるのか、示されているのか、それと同時に、各ＰＴＡの皆さんや各関係者

の皆さんにも同じようなデータが出されているのかをお聞きしたいと思いま

す。 

○教育長（山口千代己） 昨年11月にまとめました詳細版の分析書では、市町

レベルでの分析にとどまっておりまして、一つ一つの小・中学校の分析にま

では至っておりません。 

 ただ、その報告書をもとに市町教育委員会と協議しながら、市町教育委員

会はそれぞれの設置する、管理する小・中学校の状況をよく御存じですの

で、そのあたりを意見交換しながら、生徒指導で大変なところについては非

常勤加配だとか、あるいは正規の教諭を加配するなど、手厚く加配をしてお

るところでございます。 

 今回の選定に当たりましては、業者にこの平成26年度版の県教委の分析が

どのぐらい効果的かということも含めて検証していただこうとしております

ので、選定に当たりましてのコンペの際にはこういう報告書を提出して、こ

れに基づいてのコンペを実施させていただきたいと思っております。 

 以上です。 

   〔18番 野口 正議員登壇〕 
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○18番（野口 正） コンペでやっていただきます。先ほど言われましたけ

ど、市町レベルでしかまだ確定をされていないという話がございました。各

市町でもいろんな学校があります。これは、私が言うよりも、教育長ならよ

く御存じですので、とやかく私が言うべきことじゃないと思います。しか

し、各学校、私どものように海辺にあれば、また、まちの中にある、山合い

にもある、そして、まちの中でも、それこそ複式学級もある、そこら辺も含

めて対応していかないと、知事、悪いんですけど、今まで長いことかなり低

いレベルで来ている。分析どうのこうのよりも、かなり長く来ているわけで

すよ。だから、そこら辺のことも、これは受けられる業者、団体等になるん

だと思いますが、その人たちにいろんな条件やいろんなあれをやっぱり教え

ていただかないと、私はだめだと思うんですよ。 

 市町の教育委員会、学校の現場を知っていますかと僕はいつも言うんです

わ。知っていないんですよ。知っているのかわかりません。ただ知らないふ

りをしているのかわかりませんけど、そんなうその内容、私、会社におった

ときもそうです、データのもとになるものは間違いのないデータでないと絶

対だめなんですよ。間違ったデータでやれば、そのデータの分析でいろいろ

やるわけですわ。そうすれば全部だめになっちゃう。そういうことなんです

ね。 

 ですから、もう一度確認したいんです。間違いなく全ての資料を全部出し

ていただいて、そして、コンペか何か知りませんが、それでやっていただ

く、それは間違いないですね。 

○教育長（山口千代己） 平成19年度から全国学力・学習状況調査が始まって

以来、三重県教育委員会が取り組んできた様々な施策について、個人情報に

触れない限り提供しながら分析に当たっていただくようにしてまいりたいと

思います。 

 以上です。 

   〔18番 野口 正議員登壇〕 

○18番（野口 正） 私は何遍も言う。私どもが今までやってきた中で、学校
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の成績を教えてください、全国でどれぐらいなんですか、各学校でどれだけ

ですか、松阪市はたしか、教育委員会ははっきり正式に出したことがないん

ですわ。出した、出しましたかな。それだけ言ってね。そやけど、今まで私

らが何遍も質問したときに出してくれなかった。出さなかったんですよね。

そうでしょう。何で出せないと。それは、一番低かったからしようがないん

でしょうけど、出せないんですよ。だから私は何遍も言っているの。一番根

元になる学校のデータを、800万円を使っていただくわけですから、その中

で間違いなくデータを出していただいて、現場を知っていただく、現場と指

導がどれだけ乖離しているか、どれだけ現場の指導が一生懸命やっておられ

るか。しかし、いろんな考えの方がみえて、現場でもいろいろな問題を生じ

ている、そこら辺も含めて、残念なことに松阪市はちょっとまた問題も生じ

ました。 

 いろんなことがあって問題が出ているわけですから、私はそこら辺も含め

て、ぜひ間違いないという確信をここでいただいて終わりたいと思います、

もう時間もあれですので。ちょっと一言だけお願いしたい。確認していただ

きたい。 

○教育長（山口千代己） 三重の子どもたちの学力向上のために、学校、家

庭、地域、合わせて一生懸命やらせていただきたいと思います。 

 以上です。 

   〔18番 野口 正議員登壇〕 

○18番（野口 正） もう時間もありませんし、私は、三重県の子どもたちが

生き生きと、そして一生懸命学べて、学ぶ人権を奪うんじゃないと、一生懸

命頑張って勉強していただく場を与える、それをぜひお願い申し上げて、そ

して、この予算の中でいろんな方にぜひ勉強をしていただいて、いろんな資

料をいただいてしっかりやっていただくことをお願い申し上げて、終わらせ

ていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中森博文） ５番 山本里香議員。 

   〔５番 山本里香議員登壇・拍手〕 
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○５番（山本里香） 失礼いたします。日本共産党の山本里香です。質疑をさ

せていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 議案第102号行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例案、議案第104号三重県

個人情報保護条例の一部を改正する条例案について質疑を行います。 

 ともに、2013年５月24日成立の、国民一人ひとりに番号を割り振って各人

の情報を一元的に管理する共通番号（マイナンバー）制度によるもので、行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施

行のために整備されることになります。2016年の１月から番号の利用がス

タートするため、この10月には皆さんに個人番号が通知されることになって

います。 

 両条例案の審査に当たりまして、マイナンバー導入のためのものというこ

とで、次の三つのことについてお伺いをしたいと思います。 

 一つ、まず、この国民総背番号制と言われるマイナンバーの狙いは何です

かということです。 

 二つ目、また、これにかかわってシステム改修など必要です。もう進んで

いることもあると思います。運営経費も必要ですが、県としての経費、どの

ようにかかるのでしょうかというのが二つ目です。 

 三つ目です。公的年金の個人情報が大量流出するという事件が起こりまし

た。個人情報を扱うこの制度の運用に当たって、情報漏えいのないようにと

条例も整備されるわけですけれども、県民の皆さんからは本当に大丈夫かと

の心配の声が出ています。いかがでしょうかということで、まずは三つの件

についてお願いをいたします。 

○戦略企画部長（竹内 望） 社会保障・税番号制度について何点か御質問い

ただきました。 

 まず、制度の狙いなんですけれども、いわゆるマイナンバー制度と言われ

ておりますけれども、社会保障・税制度の効率性と透明性を高める、加え

て、国民にとって利便性の高い公平で公正な社会の実現を目指す、そのため
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の社会基盤ということになります。 

 本制度の導入によりまして、社会保障関係の給付等の申請を行う際などに

申請者個人が窓口で提出する書類が削減されるなど、簡素化が図られて負担

の軽減につながる、そのほか、社会保障や税に係る行政事務の効率化も図ら

れるということになります。 

 また、マイナンバーの活用でより正確な所得把握が可能になるということ

で、社会保障や税の給付と負担の公平化が図られ、一方、災害時における被

災者等への積極的な支援への活用も期待がされておるということです。 

 それから、システムの導入に関する費用なんですけれども、マイナンバー

制度の導入に係るシステム整備に関しましては、国や地方公共団体の間で情

報のやりとりを行います情報提供ネットワークシステム、こういった基幹的

なシステムを国が整備し、県や市町においては、この情報提供ネットワーク

システムに接続するためのシステムの整備、あるいは既存のシステムの改修

等を行うことになります。 

 本県のシステム導入費用なんですけれども、昨年度、今年度の当初予算を

合わせまして約４億円を見込んでおるところでございます。 

 それから、次に、情報漏えいの対策でございますけれども、マイナンバー

制度では、制度面、それからシステム面、この二つの面から個人情報を保護

するための措置を講じております。 

 まず、制度面の措置ですけれども、法律に規定があるものを除きまして、

個人番号を含む個人情報を収集したり保管したりすることが禁じられており

ます。また、国においては特定個人情報保護委員会という第三者機関が新た

に設置されまして、個人番号が適切に管理されているか監視、監督を行い、

さらに、法律に違反した場合、例えば他人のマイナンバーを不正に入手した

り、他人のマイナンバーを取り扱っている人が、マイナンバーや個人の秘密

が記録された個人情報ファイル、これを他人に不当に提供したり、こういっ

た場合ですけれども、こういった罰則が、従来の法律に基づきます個人情報

の不正取り扱いと比較しまして非常に重くなっております。 
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 それから、システム面の保護措置ですけれども、個人情報を一元管理する

のではなくて、従来どおり、例えば雇用保険の情報はハローワーク、税の情

報は税務署といったように分散して管理をすることになっております。 

 あわせまして、行政機関の間の情報のやりとりですけれども、マイナン

バー、いわゆる数字を直接使わずに、各機関ごとに振り出される符号を利用

するということで、芋づる式に情報が漏えいするようなことを防止すること

になっております。それと加えて、システムにアクセスできる人を制限す

る、こういった対策も講じられております。 

 県におきましても、安全管理を徹底して対応していきたいというふうに

思っております。 

 以上です。 

   〔５番 山本里香議員登壇〕 

○５番（山本里香） 今、狙い、そして、また、経費的なことも教えていただ

きましたが、その狙いというのが、今おっしゃられもされましたけれども、

内閣官房社会保障改革担当室でマイナちゃんというキャラがあるんですけれ

ども、そのマイナちゃんも言っています。行政を効率化し、国民の利便性を

高め、公平かつ公正な社会を実現するためにということの中で今のお話だっ

たと思います。 

 期待される効果として三つ挙げられている中の一つを紹介しますと、「所

得や他の行政サービスの受給状況を把握しやすくなるため、負担を不当に免

れることや給付を不正に受けることを防止するとともに、本当に困っている

方にきめ細かな支援を行えるようになります。」と、このように記されてお

りました。マイナちゃんが言っております。 

 さて、多額のもうけを持ち税金逃れをするあの手この手を駆使していると

ころにきっちりこのマイナンバー法の行く末にメスが入って、本当に生活に

困っていて福祉の手だてが必要な人、その方の手だてにつなげていけていな

い方が今あると思うんですけれども、そういう方に、社会保障、福祉のきめ

細かな支援が行き渡るようになるのでしょうか。 
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 例を出してお伺いするならば、大もうけをして税逃れの手法を駆使してい

る方からきっちり税をいただいて、日本の社会は生活保護の捕捉率が今大変

低いですけれども、きっちりと捕捉されるようなことまで手が入るのでしょ

うか。 

 そして、また、行政と個人だけではなくて、勤務先となる事業所なども個

人番号を扱うことになります。今説明をしていただいたことプラスでそうい

うことになります。厳格な管理体制がもとより求められますが、事業者の皆

さんから大きな負担だという声が聞かれております。県としての経済的負担

は今確認させていただきました。経営困難な事業者の皆さんに、これは民間

レベルでさらなる負担をかけるのではないかということも心配をしておりま

す。 

 この４月、帝国データバンクによる沖縄県の調査なんですけれども、事業

者の皆さんに対する興味深い調査が報告をされております。内容を含めて

知っていると答えた企業は全体の３割、そして、制度開始に向けた企業の取

組ができている、対応中と、そう答えた企業は全体の２割というふうに聞い

ております。制度の理解が広がらず、対応が進んでいない状態が浮き彫りと

もなっています。内容を含めて知っているとした企業は27.5％ということで

した。三重県はどうなんでしょう。 

 もちろん行政も導入に向け大変な状況でしょうが、民間事業者の皆さんも

とても対応が難しい状態ではないでしょうか。そんな中でなおさら、情報管

理の徹底、先ほど管理体制のことの話もありました、それは、幾重に幾重に

重ねても大変難しい、絶対はないというふうに思いますけれども、どのよう

につかんでいらっしゃるのか、情報漏えいの徹底も難しいと思いますが、い

かがでしょうか、お願いをいたします。 

○戦略企画部長（竹内 望） ２点御質問をいただいたかと思います。 

 １点目の所得の捕捉についてなんですけれども、この制度の導入によりま

して、税務署等に提出される様々な書類にはマイナンバーが記載されること

になります。したがって、いわゆる名寄せが容易になりまして、課税の前提
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としての所得の把握というのはしやすくなるものだというふうに考えており

ます。 

 それから、事業者関係でございますけれども、この制度の導入によりまし

て、事業者におかれましては社会保障や税の手続のために従業員の皆さんの

マイナンバーを取り扱うことになりますので、そのマイナンバーについて適

切な管理、保管が必要になります。 

 マイナンバーに対する企業への周知、御理解ということなんですけれど

も、県内について特にアンケート等により把握はしておりませんけれども、

これは民間団体の調査によりますと、全国の状況ですけれども、来年１月か

らの制度開始に向けまして取り組んでいる、それから計画中という回答が約

３割にとどまっておるということで、事業者の一層の御理解を得ていく必要

があるというふうに考えております。 

 県といたしましては、国や市町、それから経済団体等と連携協力をいたし

まして説明会を開催するなど、事業者が円滑に準備を進められるように引き

続き、周知、広報等、徹底に取り組んでいきたいというふうに考えておると

ころです。 

 以上です。 

   〔５番 山本里香議員登壇〕 

○５番（山本里香） しっかりと所得の把握ができるから、公平公正な、ある

いは税の漏れもないというような聞こえがいたしますけれども、それが果た

して現実でしょうか。この制度導入の当時から、そのことについては大変問

題がある、漏れがあるということも伺っております。また、事業者の皆さん

のことに関しても希望的なお考えではないかというふうに私は聞きました。 

 その狙いが、国民生活を支える社会的基盤として社会保障・税番号制度を

導入します、平等公平な社会保障の実現、利便性を高めますという言葉の陰

に、一般国民の所得、資産を掌握し、徴税を強化するという方向が見えに見

えています。一方で、富裕層に対しては掌握し切れないままに放置するとい

うことが明らかです。では、何のために。社会保障給付を抑えることでしょ
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うか。 

 マイナンバーは個人情報のマスターキーです。漏れたら大変なことになり

ます。年金機構の情報流出の比ではありません。絶対に大丈夫はあり得な

い、大変危険。 

 ５月20日、衆議院内閣委員会でこれらの法案の改正案が可決をされまし

た。2013年度成立当初は、税、社会保障、災害対策に限っていたものを、特

定健診、銀行預貯金など、さらに個人情報の範囲を拡大し、より深刻なプラ

イバシー侵害や成り済ましなどの犯罪を招くおそれが増すものです。 

 同法の見直しも、施行後３年をめどとしていたものが、施行を待たず改

正、拡大されています。大変乱暴なやり方です。 

 付託された委員会におかれましては、理論矛盾を大きく持つマイナンバー

導入のための条例改正であること、三重県でも４億円という大きな費用をか

け、全国では３兆円、国はかかると言っておりますけれども、その費用をか

け、民間事業者にも大きく負担を課す、個人情報の漏えいの危険が大きく、

管理運営に大変なストレスもかけるものになる、庁内の方も同じです。先ん

じて導入を進めた国、イギリス、アメリカ、韓国、スウェーデンなどの状況

も十分に調査いただきまして審査をしていただくことを要望いたしまして質

疑を終わらせていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中森博文） ６番 岡野恵美議員。 

   〔６番 岡野恵美議員登壇・拍手〕 

○６番（岡野恵美） 議案第98号に関する質疑、まず、「確かな学力」を育む

総合支援事業についてお聞きします。 

 三重県の課題のある全国学力・学習状況調査の結果を踏まえ、民間事業者

の協力を得て結果の客観的で詳細な分析と課題解決のための効果的な方策を

示すとともに、それらを活用することで各市町及び各学校における授業改善

を進めるとあります。これに要する800万円の予算の計上です。 

 この事業は、①どなたが提唱されて導入されるのでしょうか。こういった

ことは他県でもやっているのですか。②その狙いは何でしょうか。③民間事
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業者とはどういった事業者でしょうか。④個人の答案を民間事業者に委ねる

ことはありませんか。⑤この取組で、果たして子どもたちの学力がつくとお

考えでしょうか。以上についてお聞きいたします。 

 続きまして申し上げます。 

 次に、今回提案されております三重県地域創生人材育成事業は、総額２億

6259万2000円で15事業にわたっております。その中で、総額の約半分に当た

る１億2020万4000円が航空宇宙産業地域創生人材育成事業に充てることに

なっています。 

 この事業は、当局提案の資料によれば、また、先ほども議論もございまし

たが、世界的な成長産業である航空宇宙産業を本県の経済成長を支える新た

な産業の柱の一つとして振興を図るとして、その人材育成に資するものとし

て提案されております。 

 航空宇宙産業に本県が取り組むということですが、非常に唐突な感じがし

ております。①本県においてこの航空宇宙産業をどう位置づけているのか、

具体的な計画内容を明らかにしていただきたいと思います。先ほどの質問と

若干かぶるかもわかりません。②また、本県の地域経済の発展にどう寄与す

ると考えているのか明らかにしていただきたいと思います。③人手不足、潜

在的な求職者の掘り起こしという点では、三重県民の生活や現実から見て、

航空宇宙産業に特化した今回の事業では乖離があるのではないでしょうか。

例えば、介護職員不足が言われて久しいのですが、今回のメニューには他県

で見られるような介護分野の人づくりのメニューがありません。検討された

かどうかお聞きをいたします。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○雇用経済部長（廣田恵子） 航空宇宙産業の地域人材育成事業についての御

質問でございます。 

 まず、航空宇宙産業をどう位置づけているかということでございますが、

航空宇宙産業につきましては、今年３月に策定しましたみえ航空宇宙産業振

興ビジョンというものに基づきまして航空宇宙産業の振興を進めることとし
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ております。 

 その柱としましては、人材育成、やっぱり人手が、これまで三重県にはな

かなか航空宇宙産業というのがなかったものですから、その人材が不足して

いるということで、人材を育てていこうというのが一つ、それから、ＪＩＳＱ

9100とかＮａｄｃａｐという独特の認証制度が必要ですので、そういったも

のの参入促進を助成していこう、支援していこうというのが二つ目、それか

ら、三つ目が事業環境整備ということで、事業拡大に向けて設備投資である

とか研究開発を支援していこうということが航空宇宙産業ビジョンで位置づ

けられておりますので、そのような観点で進めていこうというふうに考えて

おります。それが１点目です。 

 ２番目のどのようなことで地域経済に寄与するかということでございます

けれども、航空宇宙産業というのは、民間航空機の新機種開発とか既存機種

の増産が続くなど、今後さらなる成長が予測されております。今後数年間で

何台もの航空機が発注されるということが報道でもあるかと思いますので、

そういうことを理解していただければというふうに思っております。ただ、

技術人材とか現場技能者の確保、育成というのは喫緊の課題になっておりま

す。そのことが課題というふうに考えております。 

 ３番目の人手不足の分野にということなのでございますけれども、航空宇

宙産業、この地域人材育成事業につきましては、労働力不足の解消、それか

ら、成長産業を支える人材の確保、それから、障がい者などの潜在的な求職

者の掘り起こしと、この３点のことを柱としましてこの事業に取り組もうと

しているところでございます。 

 その中で、航空宇宙産業というのは、成長産業の点から今回予算に計上さ

せていただいているものでございます。県内では三菱重工業株式会社松阪工

場におきまして、国産初のジェット旅客機ＭＲＪの尾翼組み立てや中小企業の

連携による新たな生産体制の構築が計画されておりますなど、航空宇宙産業の

人材の必要性というのは今後ますます高まっていくものと考えております。 

 航空宇宙産業というのは技術波及効果や雇用創出効果が高い産業でござい
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まして、本県の強みである自動車産業等で培った技術力や技術人材が十分生

かせる分野であるというふうに考えております。 

 それから、ニーズの点も御質問がございましたが、県内の中小企業約40社

が中心となった研究会におきまして、航空宇宙産業への参入に向けた勉強会

や国内外の先進地視察が実施されるなど、潜在的なものも含めまして、ニー

ズはより高いものになっているというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○教育長（山口千代己） ５点、学力を育む総合支援事業についてお尋ねがあ

りましたので、順次お答え申し上げます。 

 まず、県内の教育関係団体などから本県の学力向上について様々要望をい

ただく中で、昨年度の本県の分析結果の検証や、さらにはこれまでの取組を

より効果的なものとするため、県教育委員会として民間機関に委託すること

といたしました。なお、他県におきましても、民間機関等の協力を得て詳細

な分析をしようと計画している県もあると聞いております。 

 また、その狙いにつきましては、本県教育委員会が平成26年度に行った分

析について、他県との比較、加えて学校現場や市町教育委員会が効果的に活

用できるものとなっているかなどの検証と深堀り、さらには、子どもたちの

つまずきに応じた具体的な指導方法の提示、本県と類似した課題を持ち、課

題を克服した他県における改善方策の提示などを考えております。 

 また、民間事業者とはということでございますが、民間機関は教育関連企

業を考えております。また、全国的な視野での比較分析を行うことができる

規模を持つことが必要だと思います。具体には、全国的で豊富な知見、専門

的な統計知識、教材開発のノウハウなどを活用することで、子どもたちの学

力向上の取組により効果的なものとなると考えております。 

 ４点目の個人答案の件でございますが、分析に当たっては県市町レベルの

分析を行うために必要な各設問ごとの解答状況等を提供するものであり、個

人が特定できるデータは提供いたしません。 

 取組が果たして子どもたちの学力につくかということでございますが、民
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間機関に分析を委託することにより客観的な分析が進み、各学校が子どもた

ちの実態に応じた学力向上のためのより有効な支援につながっていくものと

考えます。 

 この分析結果を、市町教育委員会と連携のもと、各学校が授業改善に活用

するとともに、家庭では生活習慣、学習習慣の改善につなげ、子どもたちが

わかる喜び、楽しさを実感できるようにし、学力の向上を着実に図ってまい

るところでございます。 

 いずれにいたしましても、今回の委託事業、それをどうやって定着させて

いくかということにつきましては、ＰＤＣＡサイクルをきちんと回していく

ことがやりっ放しにしない教育行政だと思い、このあたりについては留意を

しながら進めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

   〔６番 岡野恵美議員登壇〕 

○６番（岡野恵美） ありがとうございました。 

 先ほどもお二人が質問に立って、このことについては私とちょっと違う角

度というのもあると思いますけれども、特に教育については同じようなこと

だと思いました。 

 取組に対して教育長が、これまでの取組が不十分だというふうに言われま

したけど、学力テストそのものに対してどうのこうのという形でのそういう

取組結果、これが今なかなか現場の中で十分に機能を果たしていないという

ことが、先ほど野口議員のほうからも現場を見てほしいんやと言われたこと

からもいみじく語られたところだと思うんです。 

 学力テストの問題点というのはあると思いますし、やっぱり分析の問題で

はないと思うんですね。野口議員も分析は全国レベルでは通じないというふ

うに言われましたけれども、やっぱり現場を知っていただく、そして、今、

先生方がどういう状況にいらっしゃるかということを知っていただきたいと

思いますし、私たち、子どもを見れば、しっかりと学力をつけていただきた

いというのは親たちの願いです。しっかりとつまずいている点をみてあげる
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ような、子どもたち一人ひとりに向き合うような、そういうことが今必要だ

と思いますが、学力テストの導入以来、先生方はますます忙しくなって、子

どもに向き合う時間が少なくなっているというふうにお聞きしております。

その上に民間業者に結果分析を委ねるということになれば、子どもたちの本

当の力はますます引き出せないということを申し上げておきたいと思いま

す。 

 それから、航空宇宙産業の分野についても取り上げられましたけれども、

まだまだ未知の分野だと思います。今回お一人に対し286万2000円を上限と

して委託費を出して42人を養成しようとしております。けれども、委託先に

ついても、先ほど出ておりましたので質問しようと思いましたが、これは割

愛させていただきますが、特別扱いではないかなというふうに思うんです。 

 再度お聞きをしたいと思いますが、具体的な企業名等が、答えられないと

は思いますけれども、もう一度、委託先についてお聞きいたします。 

○雇用経済部長（廣田恵子） まだ予算を認めていただいていない段階ですの

で、具体的な企業名はないのはもちろんでございますけれども、先ほどの、

前回の質問もございましたように、県内の航空宇宙産業にかかわる企業とい

うことで計画をしてございます。 

   〔６番 岡野恵美議員登壇〕 

○６番（岡野恵美） なかなか委託先についてはこれからという問題だと思い

ますが、少ないのではないかなというふうに思うんです。裾野も含めて少な

いんじゃないかなというふうに思います。 

 そして、先ほどの話の中でも、ボーイング社とかエアバス社の認定、認証

をとらなければならない特殊な技術というのが要求されるというようなこと

ですから、かかわる分野も非常に少ないというふうなことですから、また、

そして、非常に重大な、軍需系の、そういう飛行機のお話もございました。

航空宇宙ということであると軍需産業的な面も非常に心配をしております。 

 世界的な成長産業である航空宇宙産業を、本県の経済成長を支える新たな

産業の柱として振興していこうという方針だとのことですけれども、まだま
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だ未知数だと思います。それより、三重県の特性を生かした、それこそ農林

水産業分野や身近な建設技術者、県民の現実生活に根差し、現に困っている

介護分野の人材育成、また、波及効果の大きいところへの育成事業にしてい

くことで、若者が雇用に対して希望を持つことができるのではないかと。も

う少し現実的な、県民の生活に立脚した人材育成の事業にされるように、私

はこういったことに対して進めるべきではないかというふうに訴えて質問を

終わります。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中森博文） 以上で、議案第98号から議案第121号まで並びに諮問

第１号に関する質疑を終了いたします。 

 

議 案 付 託 

○副議長（中森博文） お諮りいたします。ただいま議題となっております議

案第98号から議案第121号まで並びに諮問第１号は、お手元に配付の議案付

託表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付託いたしたいと存じますが、

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（中森博文） 御異議なしと認めます。よって、本件はそれぞれ所管

の常任委員会に付託することに決定いたしました。 

                                    

議 案 付 託 表 

 総務地域連携常任委員会 

議案番号 件          名 

１０５ 職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例案 
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 戦略企画雇用経済常任委員会 

議案番号 件          名 

１０２ 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例

案 

１０４ 三重県個人情報保護条例の一部を改正する条例案 

 

 環境生活農林水産常任委員会 

議案番号 件          名 

１０３ 三重県水源地域の保全に関する条例案 

１１０ 
三重県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する

条例案 

１１１ 
三重県食の安全・安心の確保に関する条例の一部を改正

する条例案 

１１６ 工事請負契約について（漁業取締船建造工事） 

 

 健康福祉病院常任委員会 

議案番号 件          名 

１１４ 
工事請負契約について（三重県こども心身発達医療セン

ター（仮称）及び併設特別支援学校建築工事） 

１１５ 
工事請負契約について（三重県こども心身発達医療セン

ター（仮称）及び併設特別支援学校電気設備工事） 

１２１ 
工事請負契約について（三重県こども心身発達医療セン

ター（仮称）及び併設特別支援学校機械設備工事） 

諮問１ 諮問について 
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 防災県土整備企業常任委員会 

議案番号 件          名 

１１７ 
工事請負契約の変更について（一般国道422号三田坂バイ

パス道路改良(三田坂トンネル(仮称))工事） 

１１８ 

工事請負契約の変更について（北勢沿岸流域下水道（南

部処理区）南部浄化センター第２期建設事業護岸工事

（その１）） 

１１９ 

工事請負契約の変更について（北勢沿岸流域下水道（南

部処理区）南部浄化センター第２期建設事業護岸工事

（その２）） 

 

 教育警察常任委員会 

議案番号 件          名 

１２０ 財産の取得について 

 

 予算決算常任委員会 

議案番号 件          名 

９８ 平成２７年度三重県一般会計補正予算（第１号） 

９９ 
平成２７年度三重県流域下水道事業特別会計補正予算

（第１号） 

１００ 平成２７年度三重県電気事業会計補正予算（第１号） 

１０１ 平成２７年度三重県病院事業会計補正予算（第１号） 

１０６ 三重県職員退職手当支給条例の一部を改正する条例案 

１０７ 三重県県税条例等の一部を改正する条例案 

１０８ 
三重県半島振興対策実施地域における県税の特例措置に

関する条例等の一部を改正する条例案 
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１０９ 
三重県看護職員等修学資金返還免除に関する条例の一部

を改正する条例案 

１１２ 
公立学校職員の退職手当に関する条例の一部を改正する

条例案 

１１３ 土木関係建設事業に対する市町の負担について 

                                    

先 議 議 案 の 審 査 期 限 

○副議長（中森博文） この際、お諮りいたします。諮問第１号は先議いたし

たいので、会議規則第36条第１項の規定により、６月15日までに審査を終え

るよう、期限をつけることといたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（中森博文） 御異議なしと認め、そのように決定いたしました。 

 これをもって本日の日程は終了いたしました。 

 

休          会 

○副議長（中森博文） お諮りいたします。明９日は休会といたしたいと存じ

ますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（中森博文） 御異議なしと認め、明９日は休会とすることに決定い

たしました。 

 ６月10日は定刻より、県政に対する質問を行います。 

 

散          会 

○副議長（中森博文） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後２時32分散会 

 


